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開会の日時

年月日 平成25年３月25日 月曜日

開 会 午前10時３分

散 会 午後３時５分

場 所

第２委員会室

議 題

１ 乙第19号議案 沖縄県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

２ 乙第20号議案 沖縄県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を

改正する条例

３ 乙第21号議案 沖縄県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例

４ 乙第22号議案 沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

５ 乙第23号議案 沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金条

例の一部を改正する条例

６ 乙第24号議案 沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正

する条例

７ 乙第25号議案 沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例

８ 乙第26号議案 沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例

９ 乙第27号議案 沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例

10 乙第28号議案 沖縄県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する
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基準等を定める条例

11 乙第29号議案 沖縄県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例

12 乙第30号議案 沖縄県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例

13 乙第31号議案 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉

施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例

14 乙第32号議案 沖縄県自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

15 乙第33号議案 沖縄県新型インフルエンザ等対策本部条例

出 席 委 員

委 員 長 呉 屋 宏 君

副 委 員 長 狩 俣 信 子 さん

委 員 又 吉 清 義 君

委 員 島 袋 大 君

委 員 照 屋 守 之 君

委 員 赤 嶺 昇 君

委 員 糸 洲 朝 則 君

委 員 西 銘 純 恵 さん

委 員 比 嘉 京 子 さん

委 員 嶺 井 光 君

委員外議員 なし

欠 席 委 員

新 田 宜 明 君

説明のため出席した者の職・氏名
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福 祉 保 健 部 長 崎 山 八 郎 君

福 祉 企 画 統 括 監 垣 花 芳 枝 さん

保 健 衛 生 統 括 監 国 吉 広 典 君

福 祉 ・ 援 護 課 長 大 村 敏 久 君

高 齢 者 福 祉 介 護 課 長 稲 嶺 ミユキ さん

障 害 保 健 福 祉 課 長 金 城 弘 昌 君

障 害 保 健 福 祉 課 班 長 新 垣 澄 夫 君

健 康 増 進 課 長 国 吉 秀 樹 君

ただいまから、文教厚生委員会を開会いたします。○呉屋宏委員長

乙第19号議案から乙第33号議案までの15件を議題といたします。

本日の説明員として、福祉保健部長の出席を求めております。

まず初めに、乙第19号議案沖縄県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第19号議案沖縄県社会福祉審議会条例○崎山八郎福祉保健部長

の一部を改正する条例について、御説明いたします。

平成25年第１回沖縄県議会提出議案説明資料の１ページをお開きください。

、 、本議案は 沖縄県社会福祉審議会に置く沖縄県総合福祉専門分科会を廃止し

地域福祉に関する事項を審議するため、新たに地域福祉専門分科会を設置する

、 、 。ほか 所要の改正を行う必要があることから 条例を改正するものであります

議案内容につきましては、平成25年第１回沖縄県議会（定例会）議案―乙号

議案書（その３）の85ページをごらんください。

以上で、乙第19号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第19号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。
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西銘純恵委員。

提出議案説明資料の１ページですが、この審議会の中では必○西銘純恵委員

置分科会というのが３つで、地域福祉専門分科会は任意に設置するものとおっ

しゃったのですが、その上の沖縄県総合福祉計画専門分科会をなくして、切り

かえると受けとめたのですが、総合福祉計画というものを一つの地域福祉に変

えるという―これがどう変わるのかという説明を受けたいのですが。

総合福祉計画については、これまで平成10年から○大村敏久福祉・援護課長

平成14年の沖縄ゆがふプランというものが過去にありましたけれども、それ以

、 。 、降 これに関する専門分科会を開いていない状況にあるのが１つです そして

今回沖縄21世紀ビジョンが策定されましたが、沖縄21世紀ビジョン基本計画が

10年後の沖縄県のあるべき姿を示す計画となっております。そして、策定に当

たっては沖縄県振興審議会のもとに各分野ごとの部会を設けて、専門的な見地

から調査いただきました。社会福祉士、保健衛生等、医療に関するものについ

ては社会保健部会で調査しました。県としましては、沖縄21世紀ビジョン基本

計画が今後の沖縄県の発展を示す基本計画であることから、同計画を沖縄県の

総合福祉計画として位置づけていくのが適当であるということで、今回廃止す

るということであります。そして地域福祉につきましては、昨今、地域におけ

る新たな支えの確立や、地域の生活課題に対応するために地域福祉をどのよう

に構築していくかが課題となっており、今後はそれを重点的にやる必要がある

ということで、各県の状況等も調査して、ほかの県でも地域福祉に関する専門

分科会を設けてきておりますので、その辺も踏まえて、今回、沖縄県総合福祉

計画分科会を廃止して、地域福祉専門分科会を設置することにしております。

沖縄21世紀ビジョンの審議会があったというのですが、多岐○西銘純恵委員

にわたる計画、そして達成に向けてだと思うのです。社会福祉に関するものに

、 、 、ついては やはり福祉という重要な部門であるので それで福祉別に身体障害

児童福祉、民生委員、老人福祉、社会福祉施設ですよね。そして、もう一つの

専門分科会、地域福祉が大事だとおっしゃったのですが、本当ならば、それら

を総合的に福祉の全般を計画し、そしてどう実践するかという大事な部門が―

今からでも、分科会から逆に総括する部会にしたほうがいいのではないかと。

そこら辺については、皆さんの中で議論されましたか。

今の御質疑については、沖縄県21世紀ビジョン基○大村敏久福祉・援護課長
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本計画が大枠で福祉全般を網羅していることと、そしてその実施計画において

は、福祉の各分野も全て網羅するというものがあります。さらに、今おっしゃ

った形での障害者あるいは高齢者については、現在、各個別分野の計画もそれ

ぞれあります。沖縄21世紀ビジョン基本計画、実施計画並びにそれらの個別計

画が連携して、沖縄県全体の福祉推進ができるということで、現在のような形

で専門部会を廃止して、地域福祉専門分科会を設置したいということです。

個別の分科会は沖縄21世紀ビジョン実施計画で触れている○西銘純恵委員

と、計画もきちんとあると。けれども、総合福祉計画について外していくとい

うところが、なかなか大事な部分が消えるのかなという気がするのです。沖縄

21世紀ビジョン実施計画にも分科会の部分はあるし、残していくけれども、沖

縄21世紀ビジョン基本計画に委ねるという総合的な福祉計画部分は大事な柱部

分ではないかと思っているのですが、沖縄県総合福祉計画専門分科会とつけた

内容が、実際はこれまでどのような―分科会の一つであったということで記載

はされているのですが、考え方として全体を総括するようなものではないかと

いう認識があるものですから、そこら辺で大事な部分ではないかと思って、残

すべきではないかと聞いているのですが、どうでしょうか。

先ほどもお答えしましたが、沖縄県総合福祉計画○大村敏久福祉・援護課長

専門分科会では、これまで沖縄県の総合福祉計画に当たるものとして、沖縄ゆ

がふプランという平成10年から平成14年までの５カ年計画をつくっておりま

す。そのときには、９回にわたりその沖縄県総合福祉計画専門分科会で議論さ

れております。沖縄ゆがふプランが終わりました平成14年から平成24年まで―

約10年ですが、これは第４次沖縄振興計画に対応する形で沖縄県福祉保健計画

というものをつくっております。これが福祉総合計画に当たるものと理解して

。 、おります この計画については沖縄県総合福祉計画専門分科会では審議されず

振興計画に関する審議を行う沖縄県振興推進委員会―知事を筆頭にする委員会

で福祉計画が審議され、計画されております。そういう経緯も踏まえまして、

今回の総合福祉計画をつくるのは沖縄21世紀ビジョン実施計画。そして、それ

については振興関係の委員会の中で審議されているということで、今回そのよ

うな形で整理したところであります。

４ページの現行改正案を見ているのですが、今の説明を受け○西銘純恵委員

て、１つの分科会という考え方ではなくて、その上に置くといいますか、総合

的な沖縄県振興推進委員会で、福祉保健部を超えて上位になったということで
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理解してよろしいですか。

はい、そのとおりです。○大村敏久福祉・援護課長

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第19号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第20号議案沖縄県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部

を改正する条例の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第20号議案沖縄県社会福祉施設等耐震○崎山八郎福祉保健部長

化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例について、御説明いたします。

提出議案説明資料の10ページをお開きください。

本議案は、地震または火災が発生した場合に、社会福祉施設等の入所者等の

安全を確保することを目的として、引き続き県及び市町村が行う事業を実施す

るため、基金の設置期間を延長するものであります。

議案内容につきましては、乙号議案書（その３）の86ページをごらんくださ

い。

以上で、乙第20号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第20号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

嶺井光委員。

これは特別養護老人ホームも該当しますか。○嶺井光委員
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この耐震化基金の対象事業の中に、特別養護老人○大村敏久福祉･援護課長

ホームは入っておりません。老人ホームは別の、この基金以外での整備になっ

ていると理解しています。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

西銘純恵委員。

対象となる施設は県内にどれだけあって、この事業期間の延○西銘純恵委員

長ということで、整備は100％できるのですか。計画も含めてどうなっていま

すか。

。○大村敏久福祉･援護課長 お手元の資料の16ページで説明したいと思います

下のほうに一覧表がありますが、耐震化がスタートした平成21年時点で整備状

。 。況を確認しました 耐震化整備事業で対象となる施設が棟数で107ありました

その時点で72棟が整備済み、35棟が未整備の状況で、整備率は67.3％でござい

ます。それから、右の矢印の上の欄ですが、平成24年末までに当基金で10棟の

整備を行っております。他の制度を活用した施設整備が10棟で、合わせて整備

率が86％に達しております。そして、今回の基金延長に伴い、４棟の整備を予

定しております。４棟が終わった時点で89.7％ということで、未整備は11棟と

いう状況になります。

下のほうのスプリンクラー整備事業については、事業の実施時点で37の棟数

が対象になりました。その時点での整備棟数が17、未整備が10、整備率が45.9

％でしたが、基金で９棟、他の制度で８棟、平成24年末で91.9％となっており

ます。未整備が３棟となりますが、この３棟のうち、２棟については今回の施

設整備事業の中でスプリンクラーも整備されます―現在、平成24年度の耐震化

基金の中でもスプリンクラーを整備していますので、最終的には１棟が未整備

ということになります。

最終的には未整備が残るということでしょうか。延長して、○西銘純恵委員

100％整備するということでしょうか。

基金は平成21年に設置されまして、当初２年で終○大村敏久福祉･援護課長

わることが想定されましたが、その都度延長されて今回来ております。今回の

延長以降、基金がさらに延長されるかどうかは不確定な部分がありますが、残

る11棟につきましても、基金が延長されれば当然その中でも整備を検討してい
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、 、 、きますが 耐震化事業としてだけではなく その他の通常の整備事業の中でも

11棟については早く整備できるよう関係課、事業課と調整していきたいと考え

ております。

棟数からしても残してはいけない棟数ですよね。通常の補助○西銘純恵委員

事業でもとおっしゃったのですが、この基金をもってしても11棟残ることが明

確であれば、少なくとも例えば次年度までにきちんと終えるように計画を立て

るとかやらないと、万が一にも悲惨な事故が起こるといけないので急いでいる

ものですよね。残る11棟についてどう考えているのか、お尋ねします。

この基金では11棟残る形になりますが、先ほども○大村敏久福祉･援護課長

言いましたが、基金が延長された場合には緊急度の高いものから整備していき

たいと考えておりますが、仮に基金が延長されない場合でも、それぞれの事業

課で改築のメニュー等を持っていますので、優先的に耐震化の整備をしていく

よう調整していきたいということです。

基金が延長されない場合の11棟は、通常の年度予算で整備で○西銘純恵委員

きる数なのですか。何年かかかっているのではないですか。

御質疑の件につきましては、事業課と今後どのよ○大村敏久福祉･援護課長

うに計画的にやっていくかということを話し合いましたが、まだ具体的に年度

計画を立てるまでの状況には至っていないのが現状でございます。

早急に計画を立ててもらうことを要望して終わります。○西銘純恵委員

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

比嘉京子委員。

２点だけお願いします。耐震化整備事業とスプリンクラー整○比嘉京子委員

備事業ですが、まず１点目、資料16ページのスプリンクラー整備は275平米以

上の施設への義務づけですよね。この間の長崎県での火災は、275平米以下で

義務づけではない施設だったと思うのです。沖縄県内に275平米以下の施設は

どれだけあって、そういう施設に対してはどういうことをされるのか。

この耐震化基金が延長になるときに、去年の12月○大村敏久福祉･援護課長
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ごろから延長になるという話がありまして、その時点で国にどれだけ要望する

かということで話し合いました。その時点では建物を耐震化することを優先的

にやろうということで、今回の４施設の整備になりました。国との調整の後、

年明けにある程度決まった後に先ほどの火災とかが出て、スプリンクラー整備

についても、275平米未満でもこの耐震化基金の対象になりますという通知が

来たのが２月ごろだったのです。ですから、今回の耐震化基金での整備には入

っておりません。ただ、耐震化の基準になる275平米以上―残りあと１施設と

言いましたが、これについては今回４施設の整備がありますので、執行残等が

出た場合に、例えば、スプリンクラーについては3000万円程度で整備できる施

設もあると聞いておりますので、今回の４施設の基金で執行残等が出たら、国

と調整して残りの１施設についてもスプリンクラー整備をやりたいと考えてお

りますが、それ以外については高齢者福祉介護課なり、障害保健福祉課なりの

事業の中で検討されると考えております。耐震化基金では、今回は特に整備の

予定はしておりません。

休憩いたします。○呉屋宏委員長

（休憩中に、委員長から、比嘉委員の質疑の内容は275平米以下の施設

数である旨の指摘があった ）。

再開いたします。○呉屋宏委員長

大村敏久福祉･援護課長。

福祉・援護課では把握していない状況です。○大村敏久福祉･援護課長

障害者施設の中で、グループホーム、ケアホ○新垣澄夫障害保健福祉課班長

ームに関しては179住居ありますが、全て消防法によるスプリンクラーの設置

義務は有していない状況です。その中で、32住居については設置済みというこ

とです。入所施設については36施設ございまして、既に33施設が設置済みとい

うことになっております。

179プラス36が、275平米以下の障害者の施設だという理解で○比嘉京子委員

いいのですか。

障害程度区分を勘案しますと、275平米以上○新垣澄夫障害保健福祉課班長
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の設置義務のある施設はグループホーム、ケアホームについてはありません。

一方、入所施設につきましては275平米以下の施設はございません。

高齢者施設に関しては、275平米以下の施○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

設は156施設となっております。そのうち、131施設については設置義務はござ

いません。

休憩いたします。○呉屋宏委員長

（休憩中に、委員長から、275平米以下の高齢者施設は幾つあるのかを

答弁するようにとの指示があった ）。

再開いたします。○呉屋宏委員長

稲嶺ミユキ高齢者介護課長。

275平米未満の施設が170施設、そのうちス○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

プリンクラーの設置があるのが68施設、スプリンクラーの設置なしが102施設

となっております。

まだスプリンクラーを設置していない施設に関して、また義○比嘉京子委員

務化されていない施設に関して、今後どのような計画をお持ちですか。

設置されていない施設につきましては、認○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

知症グループホーム等ですと275平米以下でも補助金の支給が可能ですので、

それを呼びかけて、来年度にはスプリンクラーの設置を促していきたいと考え

ております。

補助の割合は幾らですか。○比嘉京子委員

１平米当たり9000円になります。○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

今、スプリンクラーを問題にしているのですが、この補助金○比嘉京子委員

の割合で果たして設置率がどれくらい上がるかということで、非常にとんとん

でやっている施設が多いわけです。この間の長崎県の事例も、高額になるので

見合わせていたという結果ですよね。そういうことを考えると、１平米当たり
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9000円というと、100平米でも90万円ですよね。割合で教えてほしいのです。

例えば総額が幾らかかりそうなものに対して、何割補助するという、割合のほ

うがわかりやすいと思いますが。

スプリンクラー整備の補助率は一定ではな○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

くて、施設の形態ですとか、既存の施設に入れるものですから、どれぐらいの

容量とかポンプの水圧の関連とかもありますので、一律に幾らぐらい、何％の

負担とは言えませんが、275平米ぎりぎりの面積でいいますと、247万5000円は

補助金として入ることになります。実際には、業者の持ち出しが出ている状況

にはなっております。

県として、102の未設置施設に対して今の補助金で何年以内○比嘉京子委員

に実施されるという、具体的な、未設置施設をゼロにするという計画をどのよ

うに考えているのですか。例えば、これぐらい補助することによってみんなに

促していくことはわかるのですが、１年間でどのようにしていくという目標的

な数字はあるのですか。手を挙げるのを待っているという状態ですか。手を挙

げたところは全て支援するということですか。それにも制約があるということ

ですか。

今回、275平米以下で認知症グループホー○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

ムに関しては２施設がまだということと、100余りの施設が有料老人ホームと

なっております。有料老人ホームにつきましては、当該補助金は対象となって

おりませんので、例えば全施設を対象として、運営状況の確認や定期的な立ち

入り検査を実施している中で、防火安全対策の強化にも取り組んでいるところ

であります。ただ、この前の認知症グループホームの火事のニュースによりま

して、国でも補助金の使い方についても検討すると言っておりますので、そう

いうことでまた執行できるようでありましたら、そういったものも活用してい

きたいと思います。ただ、今の時点でスプリンクラー設置の補助金につきまし

ては、来年度―今回、１年延長ということで平成26年３月までという期限がつ

いておりますので、その期間中に整備の必要な施設については呼びかけていき

たいと考えております。

確認ですが、275平米以下の設置義務のない施設が170施設あ○比嘉京子委員

って、そのうちの102施設がまだ未設置であると。未設置のうちの100施設は有

料老人ホームなので、補助対象にはならないということでよろしいですか。
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消防法の基準上、275平米未満ということ○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

ですので、スプリンクラーの設置義務はないということです。

あとの２施設については、今の補助を対象として援助すると○比嘉京子委員

いう理解ですよね。

そのとおりです。○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

先ほど、3000万円ぐらいあればスプリンクラーが設置できる○比嘉京子委員

というお話があったのですが、あれは275平米以上だったのです。もしぎりぎ

り以下の、例えば270平米とか250平米というところに、247万円とか250万円と

いう補助で、果たして実施が―これだけ3000万円、2000万円ぐらいかかるとこ

、 。 、ろに 200万円とか300万円の補助で本当に施設が設置するのかどうか それと

義務がないところをそのままにしておくという計画は、今、国の動向を見きわ

める方向にあるのだけれども、いいのかどうか。この２点をお願いします。

先ほど、私はスプリンクラー整備に3000万円ぐら○大村敏久福祉･援護課長

いかかるというお話をしましたけれども、耐震化基金でこれまでスプリンクラ

ー整備事業を実施しているものの平均的な額ということで、規模的には多分大

きいものだろうと思いますが、耐震化基金で充てる施設と高齢者施設の規模が

違うので、全てが3000万円というわけではないと理解しております。

275平米以上ということで現在報告を受けている施○崎山八郎福祉保健部長

設については、優先して立入検査を行っているところでありまして、状況の確

認、あるいは設置義務がある施設については早急の設置を指導していますし、

今後も指導していきたいと思います。設置義務のない施設についても消防と連

携して、防火安全体制について引き続き指導していきたいと考えております。

、 。○比嘉京子委員 では 100施設についてはどういう対応になるのでしょうか

県の補助対象外の100施設については、どのようにして実施することになるの

でしょうか。

今の消防、防火安全対策については、まずは消火○垣花芳枝福祉企画統括監

栓の設置を最低限やりましょう、消防訓練をしましょうという中で、そういう
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実態を通してスプリンクラーの設置を早急に促すことが重要で、それは委員御

指摘のとおりですが、各事業者のいろいろな事業計画、それぞれの対応状況、

それを踏まえながらやるということがございますので、今、部長からありまし

たがまず実態把握をやりましょうと。実態把握の中で耐震化なり、スプリンク

ラーの整備の対応が国において措置されるように要望もしていきましょうと。

それ以外の場合については実態を踏まえないと、いろいろな対応、現時点での

予算等についての対応は講じられないという実態でございます。ただ、非常に

重要な課題であることは認識しておりますので、そこは現場の状況を踏まえな

がら対応していく必要があるだろうという考えであります。

実態調査はいつまでに行いますか。○比嘉京子委員

数字的な部分については先ほど報告しましたが、○垣花芳枝福祉企画統括監

把握しているところでございまして、消防と連携して、そこの緊急度を含めて

その実態調査を既に始めておりますが、次年度内にできるかどうか、そのよう

な目標を持ってやっていきたいと考えています。

もう一点要望ですが、この間の長崎の教訓から、スプリンク○比嘉京子委員

ラーの設置のみならず、防煙シャッターというのですか、煙が階下におりてき

たと。ですから、防火ドアというか防煙ドアというのか、ドアの問題も指摘さ

れていたと思うのです。それについても、私は追加的に構造上、階下に広がる

ようなことになる施設については、ぜひこの観点も入れるべきだと思っている

のですが、いかがですか。

構造物につきましては、設置者が設置した当時、○垣花芳枝福祉企画統括監

どのような形でやるのかという認識の時間的ずれもございますので、設置者と

問題意識をどう共有するかということは非常に大事だと思っております。その

ときに、専門的な視点で助言できる消防と連携をとることが一番重要だと思っ

ておりまして、そのハード部分については現状把握をしたいと。もう一つは、

さきの長崎の部分ですが、施設そのものを運営する体制、運営に向けてどうい

う体制をしていくのかということが大きな意識の問題としてありましたので、

そういう意味で、各施設、事業者に対してしっかり日常的な防災訓練、防火訓

練を実施する、それから避難の導線をしっかりと確認できるような訓練をする

というようなことをあわせて指導しているところでございます。
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皆さんの意識も含めてですが、ニーズが高いのに受け入れ体○比嘉京子委員

制が全然足りていないために、店舗だったところ、塾だったところ、いろいろ

なところが緊急受け入れ体制等で、内容はどうだろうと心配になるような内容

の老人福祉施設が本当に、にょきにょきと、私の周りだけでも建っているので

す。そういうところに対して、意識の問題とかというのは全く手つかずの状態

さえ感じているので、それを待つというよりも安全を優先して―意識はその後

かもわかりませんが、ともかくどっちがどっちかという問題ではなくて、私は

まずニーズが足りないということと、基準に合ったところをしっかりやるとい

うことと、それから今、基準に合わないところがこれだけ野放しにされている

という実態、もちろん実態把握も含めてですが、私はかなり後手後手になって

いる嫌いを非常に感じておりますので、その点も含めて、お年寄りの対応がど

うなっているのかも含めて、ぜひ検討をお願いしたいです。そして、安全を優

先した予算の使い方を要望して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

島袋大委員。

今、設置に関することだけの話になりましたが、この基金は設○島袋大委員

置した後の維持管理もろもろを含めて、スプリンクラー設置を事業者に求める

ことも重要だと思うのですが、設置した後の石灰がたまって水が出ないとか、

そういう維持管理の対応は基金ではどうなっていますか。

耐震化基金は、施設ですと施設の建てかえです。○大村敏久福祉･援護課長

スプリンクラーも設置までとなっていて、御質疑の維持管理等の費用について

は対象となっておりません。

設置することは非常にいいことだと思っています。金額も、膨○島袋大委員

大な金額の中の一部補助かもしれませんが、非常にいいことだと思います。県

、 、としては監督義務があるはずですから 設置した後の防火訓練もろもろ含めて

後押しして設置させるように指導すると思いますが、こういう事故を見て、全

国都道府県設置はしているのだけれども、機能しなかったとか、そういう意見

が新聞等投書欄、ニュースの報道でもあるのだけれども、その辺の防火訓練も

含めて、そういった形で県はチェック義務を含めて指導する形を強固にして。

維持管理の面でもなかなかその対応は厳しいかもしれないけれども、チェック

しながらその辺の指導を含めて、融資枠も含めて―銀行からお金を借りなさい
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と計画表をつくらせるとか、そのような指導もしっかりするべきだと思うので

すが、やっているとは思いますが、実際はどうですか。

先ほどの巡回とか定期監査とか、そういうことを○垣花芳枝福祉企画統括監

通して、設置したスプリンクラー、消防関係施設についてはメンテナンス、定

期的な点検をするようにと義務づけてチェックしております。やっていないと

ころについては、いつまでにやるようにという指示も出しながら、管理につい

ては取り組みを促しております。ただ、御指摘のように、指導したとしてもな

、 、かなか100％にはならないという現状でして その辺の問題意識を持ちながら

今後も対応していきたいと考えております。

この基金は、そういう維持管理は対応されていないということ○島袋大委員

ですが、あと１年延ばしたということで、金額が若干残るとかがあれば、全国

を含めてこの基金に関してはもっと拡充して、維持管理までできるようなシス

テムを県としてはしっかり要請、要望すべきだと思いますので、その辺はしっ

かりと検討していただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第20号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第21号議案沖縄県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例、及び乙第22号議案沖縄県指定介護予防サービス

等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の２件は、地域主権

一括法により介護保険法の一部が改正されたことに伴って条例を定めるもので

あり、内容が関連することから一括して審査を行います。

ただいまの議案２件について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第21号議案沖縄県指定居宅サービス等○崎山八郎福祉保健部長

の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例、及び乙第22号議案

沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予
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防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例は関連しますので、一括して御説明いたします。

提出議案説明資料の表紙から２枚目、提出議案一覧表をごらんください。

３番の乙第21号議案及び４番の乙第22号議案については、地域主権一括法に

おいて介護保険法が改正されたことに伴い、指定居宅サービス事業及び指定介

護予防サービス事業等の運営等の基準を定めるものであります。

資料の17ページをお開きください。

17ページには、乙第21号議案沖縄県指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例の概要を記載しております。

指定居宅サービス等の基準につきましては、従うべき基準、標準、参酌すべ

き基準の３段階に分けて厚生労働省令が示されていることから、本省令を踏ま

えた条例案の策定を行っております。

なお、県独自の基準としまして、指定居宅サービスの取り扱い方針、勤務体

制の確保等の規定を設けております。

続きまして、資料の26ページをお開きください。

26ページには、乙第22号議案沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等を定める条例の概要を記載しております。

指定介護予防サービス等の基準につきましても、厚生労働省令を踏まえた条

例案の策定を行っており、県独自の基準としまして、指定介護予防サービスの

取り扱い方針、勤務体制の確保等の規定を設けております。

、 （ ）乙第21号議案及び乙第22号議案の内容につきましては 乙号議案書 その３

の87ページから307ページをごらんください。

以上で、乙第21号議案及び乙第22号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第21号議案及び乙第22号議案に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、議案番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。
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乙第21号議案、乙第22号議案は介護に関連するのですよね。○西銘純恵委員

乙第21号議案が居宅サービス、乙第22号議案が介護予防サービスという、結局

介護サービスの関連になるのですが、地域主権一括法で沖縄県が独自に条例を

定めるということですが、乙第21号議案の22ページから24ページの意見募集を

した意見の内容とその意見に対する県の考え方というのが―14件の意見が出

、 、 。て 乙第22号議案も同じように14件の意見が出て 県の考え方があるのですよ

それが専門家の皆さんの意見なのか、関連する皆さんの意見なのか。それと意

見の特徴についても先に説明をいただけませんか。県が考え方としてやってい

るけれども、意見を聞いていないのかという感じで受けとめられるものですか

ら、その説明をお願いできますか。

意見として提出されたものについては、職○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

能団体、介護福祉士会、施設関係者、市町村あるいは広域連合の保険者等、そ

ういった方々に意見を聞いております。意見として14件出されておりますが、

左側に厚生労働省で定める基準がございまして、真ん中にそれに対する意見と

して、こうしたほうがいいのではないかとか、義務化すべきというような意見

がございます。これにつきまして、県として１つずつ検討した結果、５番と12

番の意見につきましては、介護サービスの質の評価、意識づけ等、あるいは従

業者の資質を向上させることについては介護サービスの質の向上が図られるこ

とから、今回、独自基準として設けることに至っております。ほかの基準につ

きましては、現状の厚生労働省令で定める基準の中で読み込み可能というよう

、 、な 省令で定める基準のとおりとするという結論に至ったものでありますとか

あるいは文言の内容と意見が若干合わないのではないかとのことで、今回省令

どおりということに至っております。

実際に事業を行ったり、利用している皆さんの意見の内容を○西銘純恵委員

見たら、５番と12番については改善する形で、県の考え方を条例に定めたとい

う説明だと思うのですが、この意見というのが、残りの12件についても―例え

ば最初の１番を見たら、サービス提供困難時の対応について、利用者と施設側

とのトラブルなどが結構あるのだろうと思うのです。ほかのサービス事業者を

紹介するとき、その他の必要な措置を速やかに現サービス提供者が紹介しなけ

ればならないということができていないから、対応に係る一連の経過内容につ

いて記録しなければならない、という義務づけまでやってほしいという意見に

なっているのではないですか。せっかく県が独自の条例をつくるのであれば、

そこら辺は実際に現場で困難とされている部分が、そういうところが改善され
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るようなものにしてくれという意見だと受けとめるのです。けれども、そのま

まのとおりにするということは、現場から出される困難とか、トラブルを改善

する立場に立っていないのではないかと思うのです。どうですか。

今の１番の質疑に関しては、例えば、必要○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

な措置を速やかに講じなければならないという現行の省令の基準に対して、記

録しなければならないとすることによって、記録という一つの手法しか残らな

い解釈になってしまうのではないかと。現行どおりにしますと、いろいろなそ

、 、の他の必要な措置というのが 運用でいろいろな手順が対応可能といいますか

ですから、一つのものに特化して条例で決めるのはよくないのではないかとい

うことで、現行どおりの速やかな措置の中にいろいろな手法を持たせてやって

いきたいと考えてのことでございます。

意見の内容も多分一部だけ抜粋されているので、そういう答○西銘純恵委員

弁をされていると思うのです。でも、かぎ括弧部分ではまた、という言づけを

して、必要だと思われる記録もきちんとつけたほうが、後日のトラブルで説明

ができるという意味かと私は受けとめるのです。省令でその他必要な措置をと

言うけれども、その他必要な措置が不明だから、どういうことでも必要な措置

だと事業者側が言えば、必要な措置をとりましたと言うに決まっているわけで

す。けれども、利用者の側は必要な措置ではなかったと。きちんと紹介してほ

しいと思ったけれども、結局は個人任せになって大変つらい思いをしたとか、

そういうことが中に含まれているのではないかと。私は、例えば１番だけを取

り上げただけであって、ほかの項目についても義務化すべきとか、きちんとそ

ういうものを努力規定ではなくて、義務規定にすべきというのが結構あるもの

ですから、そこら辺がもっと話し合いを持って―条例化するのに話し合いが足

りなかったのかなと先に感じたぐらいです。そこら辺の全体的なものを、例え

ば条例はそういう定めにしているけれども、要綱や規則という細かいところを

これから定めていくと今後の話し合いの中でやることも考えているのか。そう

いうことは一切なくて、このとおりにしますということなのか。

御指摘のように、現場において足りないことに対○垣花芳枝福祉企画統括監

してすごくいら立ちがあって、こういう御意見が出てきたという背景について

は十分に理解しております。ただ、条例の制定に当たりましては、関係団体の

意見、その後の意見交換、さらに審議会での御意見を含めて、さまざまな場所

。 、 、で意見交換はしております さらにこの案を作成して 県の考え方も提供して
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その後の意見交換もさせていただいているところです。この御意見の意図とし

て理解しておりますのは、現行の基準を実施するためにいかに日々の相互理解

をするかという意図がありまして、そういう意味では、団体の皆さんと国の通

知、条例の趣旨の理解に向けての取り組みは引き続きやっていきたいと思って

おります。ただ、先ほど課長からもありましたが、一つの方法を記載すること

によって非常に限定的に捉えられる可能性もあることから、これは運用できち

んと周知を図っていきたいと考えております。先ほどの２点を採択したという

ことは、トータルとして懸念されている質の改善をどう確保していくかという

ことで、この２点についてはさらに踏み込んだというような県の考え方でござ

いますので、御理解をお願いしたいと思います。

運用で周知を図っていくということは、関係者の皆さんと今○西銘純恵委員

も意見交換をやっているということがありましたので、それは今後、このよう

に危惧されている―義務化すべきというところも含めて、その辺の意見が取り

入れられる内容に、運用の面で明文化されることも含めての答弁ですか。

意見交換をしていくということは、県の高齢者保○垣花芳枝福祉企画統括監

健福祉計画の中で、その計画の実施については、意見をお聞きする場所を設け

ております。さらに分野別の部分についても、個別の―例えば虐待とか、認知

症の対策とか、そういうことについても設けておりますので、そこには意見を

いただいている関係団体のほとんどが入っております。そういう中で、意見の

吸い上げをやっていきたいと考えております。

資料の４月20日から５月21日、意見に対する県の考え方とい○西銘純恵委員

うのは、意見を出された皆さんにこの考え方を示した上での結論でしょうか。

そのとおりです。○垣花芳枝福祉企画統括監

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第21号議案及び乙第22号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第23号議案沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金
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条例の一部を改正する条例の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第23号議案沖縄県介護基盤・介護支援○崎山八郎福祉保健部長

体制緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例について、御説明いた

します。

提出議案説明資料の35ページをお開きください。

本議案は、公的介護施設等の整備を促進すること等を目的として、引き続き

県及び市町村が行う事業を実施するため、基金の設置期間を延長するものであ

ります。

議案内容につきましては、乙号議案書（その３）の308ページをごらんくだ

さい。

以上で、乙第23号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第23号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

対象となる施設の説明をお願いします。○西銘純恵委員

まず、この基金で実施する事業が４事業ご○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

ざいます。１番の介護基盤の緊急整備特別対策事業については、小規模特別養

護老人ホーム、小規模ケアハウス、小規模老人保健施設、認知症高齢者グルー

プホーム、認知症対応型デイサービスセンターなど11施設が対象となっており

ます。２番目の既存施設のスプリンクラー整備特別対策事業については、特別

養護老人ホーム、養護老人ホーム、老人短期入所施設、軽費老人ホーム、有料

老人ホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症グループホームの７施設

が対象となっております。３番目の認知症高齢者グループホーム等防災改修等

特別対策事業については、先ほど介護基盤の緊急整備特別対策事業で申し上げ

ました11施設が対象施設となります。４番目の地域支え合い体制づくり事業に
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ついては、各市町村やＮＰＯ団体や自治体等、さまざまな対象団体といいます

か―地域支え合い体制づくり事業につきましては枠がなくて、さまざまな団体

が取り組む地域支援体制づくりに補助することが可能となっております。

先ほど、基準以下の施設の耐震化とスプリンクラー整備の質○西銘純恵委員

疑をしたものですから、この特例基金が１年間延長ということになっているの

ですが、総事業所―実績は平成24年度見込みまであるのですが、あとどれだけ

残されていて、この１年間で全てオーケーになるのか。そういうところをお尋

ねしたいのですが、数字的なものはありますか。

箇所数でお答えしてもよろしいでしょうか○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

―当該基金の平成22年度から平成24年度までの見込みとして、１番目の介護基

盤の緊急整備特別対策事業につきましては66カ所となっておりまして、平成25

年度につきましては21カ所整備する予定となっております。

休憩いたします。○呉屋宏委員長

（休憩中に、西銘委員から、質疑の内容は施設そのものが何カ所で、平

成25年度に実施すれば全て終わるのか、何カ所か残るのかという趣旨

であるとの補足説明があった ）。

再開いたします。○呉屋宏委員長

稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長。

スプリンクラーの設置計画における総数と○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

しては520施設。そのうち、スプリンクラーの設備ありが364施設です。スプリ

ンクラーの設置がない156施設につきましては、先ほど申しましたように275平

、 、米以下である部分を除いて 先ほどの102施設が整備なしということですので

２施設につきましては認知症グループホームの分として、今市町村等に連絡を

とりまして来年度の設置ということで進めさせていただいておりますが、残り

の有料老人ホーム分につきましては補助から外れておりますので、予算として

は計上されておりません。

今の説明はわかりづらくて、先ほどの議案の資料を出された○西銘純恵委員

ときに、総数として言われたのか。156施設から102施設を引いてという話も出
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てきたものですから、この基金事業で対象とする施設が275平米以上というこ

とで義務があるという表現もされたりするものですから、少なくともその施設

が１、２、３と分けて、対象がどれだけあって、まだできていないのがどれだ

けで、基金を１年間継続すればどれだけの―１については、特別養護老人ホー

。 、 、ム21カ所の見込みがあるとわかるわけです けれども その21カ所をやったら

あと設置が必要な施設としてどれだけ残るのかということが全く見えないの

で、基金そのものをもっと積み立てができるのではないかとか、事業の予算化

をしないといけないのではないかという判断ができないわけです。そこら辺の

議論までできないものですから、基礎資料として出してもらっていないと思っ

て。ただ国が出した基金を県がそのままやるだけの事業なのかということも含

めて、県としておくれているのか、前進しているのかという考えを持っている

のかも含めて、そこら辺が見えないものですから。

施設の整備につきましては、沖縄県高齢者○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

保健福祉計画の中で平成26年度までの施設整備計画がありますので、そういっ

たものを踏まえて、必要な分ということで今回は積み増しを行ったものです。

そしたら、平成25年度に21カ所やって、平成26年度までの計○西銘純恵委員

画であとそれぐらいは残っていると。そこで100％になるのですか。

この事業の補助対象のものとしては100％○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

です。

平成26年度までには緊急整備はみんな整備されると。計画を○西銘純恵委員

立てているのが―管轄が別だと先ほど答弁があったものですから、整備計画は

どこが立てているのですか。

高齢者福祉介護課の沖縄県高齢者保健福祉○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

計画の中で、施設の整備事業とか、そういうものを市町村から吸い上げて策定

しています。

もう一度確認します。施設整備計画は平成26年度までの計画○西銘純恵委員

で、１番については整備計画が100％達成されると、先ほどそのような答弁を

されたのです。そうですか。
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この基金が平成25年度までで完了すること○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

から、平成25年度までの計画は100％対応することとしています。

質疑していることは、対象施設がどれだけで、平成25年度ま○西銘純恵委員

での計画は―21カ所の計画は達成するでしょうという答弁であるわけです。対

象施設が100％完了するのかどうか、割合がどうなるのかというところが肝心

なところです。

数字については先ほど課長からもありましたよう○垣花芳枝福祉企画統括監

に、沖縄県高齢者保健福祉計画に基づいて実施しておりますので、その集計は

後で説明させていただきますが、申し上げたように平成25年度で終了するので

はありません。計画そのものが平成26年度までの計画になっておりますので、

その部分は、少なくとも３分の１は残るというような形でやっております。そ

れにつきましてもこの計画に沿って、市町村、施設側と調整しながら達成して

いきたいという取り組みを現在進めているということでございます。

平成26年度までに整備計画をして、全体施設の３分の２まで○西銘純恵委員

の計画ということでよろしいのですか。

３年均等であれば、今の数字でいきますと平成25○垣花芳枝福祉企画統括監

年度が２年目になりますので、そういう計画でやっていると。少なくとも今の

ところは計画的に、沖縄県高齢者保健福祉計画に沿って現在のところは進めて

おります。具体的な数字は後ほど説明させていただきますが、３年間で目標達

成するという取り組みを現在は進めているということです。

休憩いたします。○呉屋宏委員長

（休憩中に、委員長から、乙第23号議案については質疑を一旦とめて、

全体施設数等基礎資料を執行部に提出させた上で後ほど再開すること

とし、次の議案の審査に入りたい旨の提案がなされ、意見の一致を見

た ）。

再開いたします。○呉屋宏委員長

乙第23号議案に対する質疑は午後に回したいと思います。

次に、乙第24号議案沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改
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正する条例の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第24号議案沖縄県介護職員処遇改善等○崎山八郎福祉保健部長

臨時特例基金条例の一部を改正する条例について、御説明いたします。

提出議案説明資料の43ページをお開きください。

本議案は、特別養護老人ホーム等の施設の円滑な開設を図ることを目的とし

て、引き続き県及び市町村が行う事業を実施するため、基金の設置期間を延長

するほか、所要の改正を行うものであります。

議案内容につきましては、乙号議案書（その３）の309ページをごらんくだ

さい。

以上で、乙第24号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第24号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

嶺井光委員。

特別養護老人ホームのことで伺います。一般質問でも伺いまし○嶺井光委員

たが、入所希望する実態―答弁では2200名程度の待機者がいると。中でも、特

に緊急に必要な方が1000名程度という話がありました。平成26年度までに1056

床をふやすという答弁などもありました。ここで伺いたいのは、特別養護老人

。 、ホームをまだまだふやすべきではないかという私の前提があります 要するに

これからもっと高齢化が進んでいくという意味では、今、61施設あるという答

弁がありましたが、今の61施設でも現在の待機者がいる中で、これからあと15

年、団塊世代が年を重ねていくと、かなり必要になってくるのではないかと思

。 、 、 。うのです それでこの前聞いたのは 今幾つ施設がありますか 61施設あると

この61施設もかなり古いものがあると思うのです。改築などはどうしますかと

いうことで、12施設は改築済みだということでした。これから先、どうふやし

ていくのか、あるいは古いものはどう改築していくのかということを伺いまし

たが、今、当時の資料は持っていませんが、改めてその辺を数字で示せるので
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あればお願いしたいと思います。

特別養護老人ホームの入所申込者数とし○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

て、平成23年10月時点で約2200名となっております。そのうち、施設入所の必

要性が高い高齢者は約1000人となっており、県としましては入所待機者の解消

を図るということで、平成26年度までの３年計画としまして特別養護老人ホー

ムなどを1056床整備するとしております。また、今後の増設につきましても市

町村等の計画を踏まえて、次の計画で策定していきたいと考えております。あ

と、老朽施設ですが、平成24年12月現在として61施設の特別養護老人ホームの

中で、12施設については改築済みとなっております。老朽化が懸念される築30

年を超える12施設につきましては、優先的に改築を促進することとしまして、

平成24年度は１施設の改築整備を進めております。今後とも入居者の安全確保

の観点から、法人とも調整を進めながら計画的に改築整備を進めていきたいと

考えております。

一般質問の答弁と同じですが、冒頭に言ったように、これから○嶺井光委員

必要度がかなり高まっていくと思うのです。今でさえも2000名余りの待機者が

いる。いろいろな保健福祉計画の中で考えているようではありますが、これで

も間に合わないのではないかと私は思うのです。今でも2000名以上の待機者が

いて、これからますます15年、20年後に膨らんでいくという状態を考えると、

今の答弁では特別養護老人ホームがふえていく話ではないですよね。ここら辺

は、どこでどうやって対応していくというプランができ上がるのですか。

先ほど説明したのは、高齢者保健福祉計画、３年計○崎山八郎福祉保健部長

画でありまして、平成24年、平成25年、平成26年の計画で、先ほど待機者が

2200名いるうち、緊急度の高い1000名がいると説明しました。1000名について

は３年間の計画の中で特別養護老人ホームを1000何床か整備しますので、その

中で対応できるだろうと考えております。今後の特別養護老人ホームをどうす

るかということについては、次期の計画がありますので、市町村から計画を出

してもらって、市町村から上がってきた計画に基づいて、どれだけ整備するか

ということを次期の計画の中でつくって、それに基づいて施設整備を進めてい

くことになります。

私は、市町村から計画が上がってからという点に疑問を持って○嶺井光委員

いて、市町村は単独でやっているところが何カ所かあって、あとは広域連合で
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すよね。３年か前に当時の金城課長ともいろいろやったのだけれども、どこで

どう政策を進めていくのか、プランをつくっていくのかということを県に聞く

と、市町村の計画を集約してやるのだと。市町村は市町村で広域連合をうかが

っている。逆に広域連合は、市町村から上がってこないと計画を持てないと。

このような状況で、堂々めぐりをしているような感じが私にはあって、これは

やはり国、県とかが福祉を大きなくくりで、どこかが主導的に将来の高齢化に

向かって今から取り組まないと、その時期になって―結局、今も2200名の待機

者がいる。そのときになったら１万人以上もいるとか、このような状況になり

やしないかという懸念があるわけです。そういう視点からですが、今の答弁で

よろしいのか。

３年ごとに計画をつくっているわけですが、施設整○崎山八郎福祉保健部長

備については市町村が整備する施設と、県が広域的に整備する施設というもの

があって、広域的に整備する特別養護老人ホームについては、市町村の計画に

基づいて県が３年間の計画の中でどれだけ整備しようかということをのせてい

くと。市町村が整備する施設については、市町村の整備計画に基づいて施設を

整備していくという形になります。

今は第５期計画ですよね。いろいろなメニューがありますが、○嶺井光委員

今言う３カ年区切りの計画を重ねて、私が今懸念している15年、20年後は、こ

ういうもので解消できるという考えですか。

市町村はニーズ調査をしながら、要介護者がどれぐ○崎山八郎福祉保健部長

らい出てくるかという推計に基づいてこういった計画をつくっていますので、

３年の計画の中でそういったニーズに基づいて、市町村は計画をつくって、県

はそれを取りまとめて計画をつくっていくことになっています。しっかりそう

いった調査をした上で計画をつくっているのであれば、対応はできると考えて

おります。

県は市町村の動きを注視してやっているようにしか見えないの○嶺井光委員

です。県として市町村のものを集約して、将来どのようになるということは少

なくともシミュレーションはして、市町村から上がってくるもので単純によし

としてよいものなのか。やはり県の立場で、保健福祉計画として県全体でどう

あるべきかということは、県も一つ考えを持つべきではないかと思うのです。

市町村から上がってくるものを全部待って、これを集計してというように聞こ
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えてならないのです。

基本は市町村からの計画に基づいて県の計画をつく○崎山八郎福祉保健部長

っているわけですが、そういった市町村から上がってきた計画も含めて、県と

しての考え方も高齢者保健福祉計画に入れ込んで、計画をつくっているという

ことです。

現在61施設あって、12施設は改築も終わった。残り49施設あた○嶺井光委員

りを今からやるわけですよね。まだ新しいものもあるかもしれませんが、平成

24年度に１件、平成25年度も予算の額からすると１件ぐらいだと思います。こ

ういうペースで見通しは大丈夫でしょうか。

毎年計画的に、例えば今の沖縄21世紀ビジョン基○垣花芳枝福祉企画統括監

本計画の中では、10年間で12カ所整備するという計画ですが―古いものから改

築しますが、法人の準備が整えば、県としてはできる限り対応していくと。そ

ういう予算も確保していくという姿勢で基本的にやっていますので、必要なも

のはできるだけ前倒しで改築していきたいと考えております。

では、法人が手を挙げるのがこのようなペースだということで○嶺井光委員

いいのですか。

今、法人の計画が積み上がっていないところがあ○垣花芳枝福祉企画統括監

りますので、急ぎ必要な分については、計画を進 するようにということで意

見交換をずっと重ねている状況です。

先ほど耐震化の話もありました。あれは昭和56年以前のものが○嶺井光委員

対象だということですが、それ以降のものも30年に近い時期に来ているわけで

すから、県としても古いものは順次改築を進めていくというような法人との接

点も持つべきだと思うのです。それと、先ほどの耐震化基金がありました。今

改築していく、これからやっていくものについては、耐震化にかかわる経費等

は当然補助に入っているのでしょうか。

高齢者施設については一般財源化されておりまし○垣花芳枝福祉企画統括監

、 。 、て 国の補助制度がありません ですから県が単独で補助をしていくのですが

単価制をとっておりまして 大体１カ所について２億円ぐらい―１床当たり220、
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万円という単価制にしておりますので、対象はスプリンクラーとか、施設整備

に関する対象ですが、上限があります。

冒頭に言った、将来、特別養護老人ホームはかなりふえていく○嶺井光委員

と思うのです。また、ふやさないと対応できないと思っています。市町村から

いろいろな事業を拾い上げて県は計画をつくろうということですが、この時期

に先のシミュレーションも持っていただきたいということを要望して、終わり

ます。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

比嘉京子委員。

今の乙第24号議案で準備経費はなかなかいいシステムだなと○比嘉京子委員

評価しています。前にもありましたよね。その延長でまた組まれていると思う

のですが、１つは今、嶺井委員からもありましたように、もちろん皆さんが次

の計画を立てるときに、沖縄県の高齢化率について考慮しているけれども、高

、 。 、齢化率は 地域によってかなり差があると思うのです 例えば石垣市であれば

20年後は1.9倍という数字が出ているのです。そのような高齢化率を考慮した

設置のあり方は考えの中に入っているのかどうか。地域ごとの計画に入ってい

るのかどうかをお聞きします。

市町村が介護保険計画をつくりますので、その中で○崎山八郎福祉保健部長

それぞれの市町村の高齢化率とか要介護率の推計とか、そういうことをした上

でどれだけの入所者が必要だということを出してきて、それに基づいて県の計

画をつくっていますので、地域の状況はしっかり反映されています。

国は在宅介護の方向で推し進めておりますが、沖縄県の地域○比嘉京子委員

性は共働きがかなり前からあると―これが当たり前のように進んできた地域だ

。 、 、 、と 家庭において見られるか また 家庭での介護ができるかどうかを含めて

そこにも国の考え方と沖縄県の考え方があると思うのですが、その点も勘案に

入るという理解でいいですか。

もちろん市町村の介護保険計画は、施設入所もあり○崎山八郎福祉保健部長

ますし、在宅でのサービス提供もありますので、そういったことは両方考えな

がら計画はつくられているということです。
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もう一点は今、緊急に1000名ほど待っているという説明があ○比嘉京子委員

りました。何をもって緊急というのかわからない部分はあるのですが、特別養

護老人ホームの場合、要介護４とか５という、かなり重い方々の待機が1000名

と私は理解しているのですが、それでいいですか。

緊急性が高いという判別は、要介護３から○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

、 、 、５ そして家庭で介護する方がいない あるいは介護者が高齢であったりとか

遠方に住んでいるといった条件をあわせて緊急性が高いと判断しております。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

又吉清義委員。

少し確認させてもらえませんか。資料48ページの解釈の仕方○又吉清義委員

ですが、右のほうの真ん中に、補助単価が定員１人当たり57万8000円というこ

とでよろしいと思うけれども、補助対象経費ということで、施設の開設前６カ

月に係る以下の経費ということですが、この解釈の仕方―例えば７カ月前の経

費は出ないと解釈したほうがいいのか、５カ月前が出ないと見たほうがいいの

かという解釈の仕方と、補助単価は定員１人当たりと書いている解釈からする

と、４つの項目を含めたもので定員１人当たりで57万8000円なのか、定員１人

当たり幾らなのか。例えば備品購入費も出るのか、どういった解釈の仕方なの

かということ。

あと、その下の主な補助実績及び見込みですが、平成25年度から平成26年度

見込みで26カ所を予定しているということですが、例えば現時点で各市町村と

打ち合わせをして、そういった計画があっての見込み額なのか、今から公募を

かけて、今からするということなのか。その点について御説明お願いします。

一番最初の７カ月前ではだめなのかという○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

御質疑ですが、要綱上６カ月前となっております。開所予定日より６カ月前と

いうことですので、開所がずれますと、その分補助期間がずれるということに

なります。あくまでも開設の６カ月前ですので、７カ月前は出ません。それと

施設の補助単価ですが、１床当たり57万8000円は補助対象経費の４項目全部を

、 、含めての57万8000円ですので ４つの補助対象経費全てに充ててもいいですし

このうちから幾つかに充ててもいいと。あと、補助実績及び見込みというとこ

、 、 、ろで 平成25年度から平成26年度の見込みでは 今後施設等に呼びかけて―今
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あくまでも見込みということで出しておりまして、保健福祉計画の中でこれだ

けの施設が整備される予定となっておりますので、その分対象になるだろうと

いうことで、今回この予定に上げております。詳しくは対象施設とか市町村に

情報を流しながら、施設に対して補助を実施するかどうかということになると

考えています。

今から公募しながらという御説明かと思うのですが、例えば○又吉清義委員

入所待ちの多い市町村に同じ施設を呼びかけるにしても、そういった配慮をす

るのか。正直言って予算の枠と限界があるものですから、先に手を挙げたほう

が勝ちなのか、その点も配慮していただけるのかということです。

計画されている施設整備の分を全て含めて○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

計算しているところですので、先に手を挙げたほうが勝ちということではなく

て、計画されている施設で、実際に整備を行った施設はほとんど対象となると

いうことで、予算を計上しているところでございます。

今、26カ所程度見込んでいるのですが、例えば申し込みが30○又吉清義委員

カ所来た場合に―実際に皆さんは今から公募をかけて、各市町村の計画を見な

がらですから、30カ所来た場合に、順番として先に手を挙げたほうが勝ちなの

か、各自治体によって入所待機者の割合が高いところを優先してあげるのか。

そういう配慮もありますかということです。

施設整備は年次計画で決まっておりますの○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

で、計画にない施設整備で手を挙げてくることは考えられないと思っておりま

すので、整備する施設全部に補助金として支給できると考えております。

年次的に決まっているということは、26カ所は決まっている○又吉清義委員

ということになるわけです。しかし、これを見た場合には23カ所なのです。あ

と３カ所不足しているわけです―足してみたら23カ所なのです。しかし、26カ

所ということは、あと３枠は空き枠があると私は解釈しているのですが、逆に

皆さんがあと３枠を書いていない理由は、計画した分しか出しませんというこ

とは、既に各自治体の割り振りが決まっていると解釈できると思うのですが、

そういった解釈でよろしいですか。

これは余分の枠ではなくて、特別養護老人○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長
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ホーム２施設と老人保健施設１施設分―平成25年度に整備される分として、資

料では等と書くことで３施設を省いてしまっておりますが、計26カ所は全て入

ることになっています。計画済みです。

26カ所は決まっているということですが、あと３カ所は特別○又吉清義委員

養護老人ホームの29名以下、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居

宅介護事業所のどちらに決まっているのですか。

３施設は見込みのところで、特別養護老人○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

ホームの29名以下は地域密着型で、認知症高齢者グループホームも小規模多機

能型居宅介護事業所も地域密着型ですが、今申し上げた特別養護老人ホームと

老人保健施設は広域型ということで、県が整備する施設となりますので、委員

が挙げた施設ではないということです。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

西銘純恵委員。

特別養護老人ホームの入所条件、対象者をお尋ねします。○西銘純恵委員

特別養護老人ホームに申し込む際は、特に○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

どういった方でないといけないということはなくて、入所申し込みの中に今の

現状や介護者の有無とか、そういったものを書く欄で―認知症度も丸をつける

欄があるのですが、そういったものを書き込んで、希望する施設に提出するこ

とで申し込みになります。

介護認定は条件ではないのですか。○西銘純恵委員

入所に際しましては、要介護１以上が入所○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

要件になります。

要介護１以上という皆さんが申請をしている中で、具体的に○西銘純恵委員

2200名が特別養護老人ホームに申請しても入れないという、待機の数と見てい

いのですか。

在宅からの申込者として今、2200名の方が○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長
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待機という状態になります。

有料老人ホームがどんどんできているのですが、この二、三○西銘純恵委員

年間の推移でもいいですが、特別養護老人ホームは今年度以降、具体的に200

床かと思うのですが、建設がありますと。一方で、有料老人ホームに要介護１

以上の方が入所している実態があると見ているのですが、それはつかんでいら

っしゃいますか。例えば有料老人ホーム入所者は、１年間でどれぐらい入所し

ているのですか。新たに建った施設数でもいいのですが。

施設数の推移ということでは、手持ちで平○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

成20年度と平成24年度がありますが、平成20年度が47施設、平成24年度は260

施設―これは県が受理した施設数になりますが、そのような状況になっていま

す。

入所人数も把握していたらお願いします。○西銘純恵委員

入所人数というよりも定員になりますが、○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

現在4816人。平成20年度は1325人です。

３倍を超えているのかと思うのですが、有料老人ホームの入○西銘純恵委員

所条件はあるのでしょうか。全くないと思っているのですが、いかがですか。

有料老人ホームの入所に際しては、特に条○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

件はないです。

例えば、要介護１の方が特別養護老人ホームに入所したとき○西銘純恵委員

の月額と、有料老人ホームに入ったときの月額に違いはありますか。要介護１

と要介護５で、個人負担はどうなるのでしょうか。

特別養護老人ホームにつきましては、要介○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

護度だけではなくて、その人の所得状況とかもかかわってきます。有料老人ホ

、 、ームの金額的に細かい資料はないのですが 実地指導を行った例からしますと

要介護１とか要介護５とか関係なく、大体９万円から11万円程度で一律です。

特別養護老人ホームは平均所得のかかわりもと言われたので○西銘純恵委員
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すが、平均的に五、六万円かと周りで聞いているのですが、どうですか。

要介護５の平均ですが、７万2615円程度と○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

いう状況です。

要介護１はどうですか。○西銘純恵委員

６万4185円です。○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

所得というのか、平均と見てよろしいですか。○西銘純恵委員

第１段階から第４段階までを平均した金額○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

です。

いずれにしても、有料老人ホームにこれだけ５年間で３倍以○西銘純恵委員

上も入所していくという実態は、居宅サービスを受けるというところが、現実

問題として、施設に入所しないとできない部分があるのではないかととても感

じるので、家計に相当負担させている―有料老人ホームに入っているという実

態調査なども、例えば所得が平均幾らの方が有料老人ホームを利用していると

か、このような実態調査を県としてできないのでしょうか。

有料老人ホームの個々人の所得状況の確認○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

については、それを目的とした調査は難しいかと思います。

特別養護老人ホームの待機者の中で、そのような調査をかけ○西銘純恵委員

ることは可能ではないかと思うのですが、実際に負担能力があるのかないのか

も含めて検討していただいて。私は、2200名が申し込みをしている特別養護老

人ホームは、県として早急に整備する責務があると思うのですが、なかなか進

。 、んでいない理由がどこにあるのかととても感じるのです 介護保険の特別会計

広域連合ですが、特別養護老人ホームの入所者というのか、例えば特別養護老

人ホームを200床整備して、１年間にかかる介護会計への影響といいますか、

そこら辺はあるのでしょうか。居宅介護を受けているのと、施設に入所して、

介護保険の部分で―介護保険財政が１期から５期まで来たけれども、保険料が

3800円台から今は5800円台まで平均が上がってきましたよね。そこら辺が足か

せになって、特別養護老人ホームそのものがつくれないという事情があるのか
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どうか。その辺についてどういう見解を持っているのかお尋ねします。

特別養護老人ホームしかサービスがなかったとい○垣花芳枝福祉企画統括監

う時代から、介護保険でサービスが多様化しておりますので、今は広域型から

地域密着型までと。やはりそのようなニーズを踏まえて、高齢者保健福祉計画

の中では整備しておりますので、介護保険料との関係はもちろんいろいろ考慮

する必要はあると思いますが―負担を大きくかけないためには。ただ、それだ

けで整備を自粛するとか、制限することはないと考えております。

有料老人ホームに入所して介護認定を受けている皆さんの利○西銘純恵委員

用料とか保険料を含めて、特別養護老人ホーム利用者との違いはありますか。

利用料にしても、介護保険財政全体に与える影響とかはないですか。

要するに、市町村のほうでそういうニーズ、どの○垣花芳枝福祉企画統括監

ような利用をしたいのかということも含めて、先ほどの特別養護老人ホームに

、 、ついては その中で特別養護老人ホームに入所したいという方の数字を捉えて

ニーズを把握して施設整備計画を立てているわけですから、そういうニーズの

把握はしていると理解しています。

そうだとしても、2200名の希望者がいて、年間200床という○西銘純恵委員

ことであれば10カ年ですか。申し込みをして待っている間に亡くなったという

話はたくさん耳にするのです。そういう繰り返しがずっと行われていると。そ

うであれば、もっと市町村と計画を―小規模もあるわけですから、特別養護老

人ホームの整備計画をもっと加速する、多目につくっていくべきではないです

か。

先ほども御説明申し上げましたが、特別養護老人○垣花芳枝福祉企画統括監

ホームは広域型と地域密着型、それぞれで施設整備の計画をしていく中で、市

町村においてはそこのニーズを捉えた上で、何床については広域型なおかつこ

の圏域でというような、いろいろな御意見をいただきながら高齢者保健福祉計

画をつくっておりますので、そういう計画に基づいて３年計画はなされている

ということです。

市町村で施設入所がふえたら、対応費はふえるのではないで○西銘純恵委員

すか。施設と居宅で市町村財政も全く影響はないですか。
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在宅介護における介護給付費と施設入所に○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

おける介護給付費につきましては、施設入所のほうが費用としては高いことに

なります。ですから、市町村の介護保険財政により重い負担になります。

そこがネックですね。終わります。○西銘純恵委員

休憩いたします。○呉屋宏委員長

午後０時15分 休憩

午後１時30分 再開

再開いたします。○呉屋宏委員長

午前に引き続き、乙第24号議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

照屋守之委員。

乙第24号議案は介護職員処遇改善等臨時特例基金で、国の緊○照屋守之委員

急経済対策の部分ですよね。もしこの緊急経済対策の部分、それがなければど

うなるのですか。

緊急経済対策の一環で国から交付された介○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

護職員処遇改善等臨時特例交付金は平成23年度まででした。現在は、介護の加

算事項として本給付に加算としてつけております。

この一連の条例は全部そうですよね。介護職員処遇改善等臨○照屋守之委員

時特例基金の名称とやっている内容は少し違いますよね。なぜですか。

当初、今の施設開設と介護職員処遇改善と○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

いう部分の２つの事業があったのですが、介護職員処遇改善の事業が平成24年

９月までということで基金の役目を終えておりますので、現在は今回上程しま

した施設開設の部分だけが残っている状況です。

介護職員処遇というのは、ぐんと改善されているのですか。○照屋守之委員

大丈夫ですか。
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先ほども申しましたが、今後は介護給付に○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

１万5000円の加算金―処遇改善分として、本給付に加算金としてつけられてい

る状況です。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第24号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、午前に質疑を一旦とめておりました乙第23号議案に対する質疑を再開

します。

西銘純恵委員。

乙第23号議案について、基金で実施する４つの事業があると○西銘純恵委員

いうことですが、この事業の内容、そして平成24年度までの実施見込みと数字

はみんな明らかにされていますが、介護基盤の緊急整備特別対策事業の該当施

設がどれだけあって、１年間基金を延長して―１年間で21カ所と書いています

が、それでどこまで整備が実現できて、達成率、どれだけあと残るのかがわか

るように説明をお願いします。

介護基盤の緊急整備特別対策事業で行う事○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

業のうち、第５期整備計画の中で66施設を整備する予定としております。平成

24年度の整備分が25施設、平成25年度の整備予定が21施設。平成25年度までで

全計画のうち46施設分が整備されますので、出来高が69％。平成26年度の予定

としましては20施設が残ることになります。

この整備を必要とするところが、46施設を整備して69％とい○西銘純恵委員

うことは、最初の施設数は……。最初からそこを聞きたいのです。

平成26年度予定の20施設が達成した場合に○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

は、第５期の整備計画としては100％達成することになります。

休憩いたします。○呉屋宏委員長
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（休憩中に、委員長から今の質疑は、第５期整備計画だけの話ではなく

て、第５期整備計画を終えても、なお残る施設があるのではないかと

いう趣旨であるとの指摘がされた ）。

再開いたします。○呉屋宏委員長

垣花芳枝福祉企画統括監。

施設整備については、先ほど来申し上げています○垣花芳枝福祉企画統括監

が、施設入所を必要とすると判定された人については特別養護老人ホーム、い

わゆる入所施設を整備します。その他の―要するに施設入所に至らなかった方

たちについては、地域での在宅支援につなげるという形で、これは市町村にお

いて実際に行われているところですので、待機だからといってそのまま放置さ

れている状況にはなっておりません。そういう意味で在宅、施設入所をトータ

ルとして高齢者支援は行っておりますということを申し上げております。

、 、○西銘純恵委員 今の答弁ですが 入所を必要として申し込みをしたけれども

何らかの判定をするところに線引きがあるわけです。それで、実際は入所する

介護施設がないと。自分たちの収入に応じて入るところがないと。仕方なく有

料老人ホームに入るけれども、家族がお金を出しても足りないというのが実態

としてあるわけです。そこが反映されないで、判定した人数だけで平成26年ま

でには100％足りますという考えはおかしいのではないのですか。判定をする

というところに、数を制限していくことが働いているでしょう。

市町村において判断するときに、本当に特別養護○垣花芳枝福祉企画統括監

老人ホームに―先ほども申し上げましたが、家族や本人の状況とかを含めて総

合的に判断して、やはり入所しないと厳しいと思われる方は必要な人数として

入っているものと理解しています。ただ、その中で、今いっぱいしていること

を将来的に心配して、入所申し込みをしようという方たちもおられるし、それ

から実際には家族でできるのだけれども、一部をというようにして申し込みを

しておられる方もいらっしゃると。そのような事情等については市町村からお

聞きしておりますが、家族の状況によっていろいろな事情があることは承知し

ております。そういう意味では、今後ともそういう申し込みをされる方につい

ては、施設と市町村と情報交換しながら、どういう支援がいいのかということ

について考えていく必要があるのかと思っております。
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、 、○西銘純恵委員 施設から退去してほしいとか 医療も関連してくるのですが

行き先がないという声は本当に多いです。ですから、必要としている、希望し

ている数に応じて、2200名の申し込みがあるということ自体、そして10年待っ

たけれども、オーケーとなったときには本人が亡くなって―私は最近、御近所

の方から聞いたのです。それが実態であって、それに合わせて施設整備計画を

立てるのではないですか。ですから11カ所で、平成26年度には何名の方が措置

されるのですか。先ほど計画上は100％と言っていたけれども、やはり計画を

つくるときにもっと実態を調査することが必要ではないですか。逆に今のやり

とりを聞いて、もっと実態を知るべきだと思いますが。

西銘委員のおっしゃっている小規模特別養○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

護老人ホームは第５期整備計画では４施設で、11施設というのは別の小規模多

機能型居宅介護事業所というサービス種類になります。小規模特別養護老人ホ

ームの４カ所は29名を上限とする施設ですので、大体４倍として97名が定員に

なるということです。それに、この基盤整備事業の対象ではありませんが、広

域型特別養護老人ホームが平成26年度までに390名で、特別養護老人ホーム合

計で487名の入所定員数になります。

、 、○西銘純恵委員 そうしますと 計画上は100％という表現をされたけれども

実際は要介護３から要介護５の認定度で1000名という数字を出されたことから

すれば、あと500名余りは次期の計画に入れていく数字ということでいいので

すか。

1050名の内訳ですが、今言いました特別養○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長

護老人ホーム―広域型、密着型ともにです。あと認知症グループホームを32施

設、介護つき有料老人ホームを４施設、その全体で1056床になるという計画で

進めております。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第23号議案に対する質疑を終結いたします。
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休憩いたします。

（休憩中に、補助答弁者入れかえ）

再開いたします。○呉屋宏委員長

次に、乙第25号議案から乙第30号議案までの６件は、地域主権一括法により

関係する法律の一部が改正されたことに伴って条例を定めるものであり、関連

することから一括して審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第25号議案沖縄県指定通所支援の事業○崎山八郎福祉保健部長

等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例から、乙第30号議案沖縄

県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例につきましては、

関連しますので、一括して御説明いたします。

説明資料の表紙から２枚目、提出議案一覧表をごらんください。

７番の乙第25号議案から12番の乙第30号議案については、地域主権一括法に

おいて関係法令が改正されたことに伴い、指定通所支援事業等の運営等の基準

を定めるものであり、運営等の基準につきましては厚生労働省令が示されてい

ることから、本省令を踏まえた条例案の策定を行っております。

資料の49ページをお開きください。

49ページには、乙第25号議案沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例の概要を記載しております。

県独自の基準としまして、非常災害対策、情報提供体制の整備の規定を設け

ております。

続きまして、資料の57ページをお開きください。

57ページには、乙第26号議案沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例の概要を記載しております。

県独自の基準としまして、非常災害対策、情報提供体制の整備の規定を設け

ております。

続きまして、資料の63ページをお開きください。

63ページには、乙第27号議案沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例の概要を記載しております。

県独自の基準としまして、非常災害対策、情報提供体制の整備の規定を設け

ております。
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続きまして、資料の69ページをお開きください。

69ページには、乙第28号議案沖縄県指定障害者支援施設の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例の概要を記載しております。

県独自の基準としまして、非常災害対策、情報提供体制の整備の規定を設け

ております。

続きまして、資料の74ページをお開きください。

74ページには、乙第29号議案沖縄県障害福祉サービス事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の概要を記載しております。

県独自の基準としまして、非常災害対策の規定を設けております。

続きまして、資料の79ページをお開きください。

79ページには、乙第30号議案沖縄県障害者支援施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例の概要を記載しております。

県独自の基準としまして、非常災害対策の規定を設けております。

乙第25号議案から乙第30号議案までの議案内容につきましては、乙号議案書

（その３）の310ページから496ページをごらんください。

以上で、乙第25号議案から乙第30号議案までの説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第25号議案から乙第30号議案までの６件に対する質疑を行いま

す。

質疑に当たっては、議案番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。

島袋大委員。

乙第25号議案から少し教えてほしいのですが、指定通所支援事○島袋大委員

業所というのは、説明資料に添付されている事業所のことですか。

そのとおりでございます。○金城弘昌障害保健福祉課長

県として指定していますが、県としての役割はどうなっている○島袋大委員

のですか。
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指定の部分につきましては、給付費をいただく○金城弘昌障害保健福祉課長

ような形になります。指定する際に最低基準とか、基準が守られているかとい

うことを指導したり、改正された場合にはそういったことを事業所にお知らせ

したり、そのようなことをやっております。あわせて、当然ながら市町村に、

このような事業所が指定されましたので、サービスが提供できる場所はここで

すというお示しをしています。

この乙第25号議案もしかり、乙第26号議案とかの障害児入所施○島袋大委員

設も含めてですが、県が指定しているのであれば、この施設の看板に県指定事

業所という形で明確に出さないと。県のもとで指導をいろいろやっているはず

だけれども―市町村管理の中で、発達障害を含めて各市町村でも取り組んでい

るところはあるかもしれないけれども、しっかり基準を満たした上で県が指定

しているのであれば、そういった形で地域との交流が大前提の施設のはずです

から、県のもとでしっかりとした指導を受けて、事業を行っていることを明確

にしておかないと。親御さんなどは受け入れてくれる施設には、大変お願いし

ますという形で預けるかもしれないけれども、県の基準を満たさない事業所に

預けて―前回の石垣市の問題もそうだけれども、そういったことを明確に出し

たほうが地域のニーズにも応えられるはずですし、地域との連携も深まってく

るはずですから、この辺はしっかり市町村と連携して、県としても指導すべき

ではないかと思うのです。これは簡単な問題だと思うので、せっかく県の基準

で指定を受けている施設なのだから、そのアピールも含めてやるべきだと思う

のですが、どうですか。

島袋委員御指摘のとおり、取り組んでいきたいと思○崎山八郎福祉保健部長

います。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

西銘純恵委員。

これだけの事業所を条例で制定して、施設基準、人員という○西銘純恵委員

ことで139の事業所ですよね。その後の条例では591の事業所があると。障害者

福祉サービス事業は結構な事業所があるのですが、県条例で指定して、その施

設の運営と利用されている皆さんとの関連で適切に条例に基づいてやっている

かという調査といいますか、そういうものが大事かと思うのですが、現状とし
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て具体的にどのようにやっているのか。これから課題として何かあるのか。そ

こら辺もお尋ねします。

まず、指定する前に80日ぐらいかけて、そのよ○金城弘昌障害保健福祉課長

うな基準が守られる状況がちゃんと担保できるかということを確認しておりま

す。あわせて指定の手続を進めています。指定された後は、年に１回ないしは

２回、全体の集団指導という形で事業所を全部呼んで、それぞれ指導しており

ます。また、あわせて実地指導もやっておりまして、これは県の本庁と福祉保

健所で連携をとりながら実施しているところであります。

具体的に公的な財源の支出がありますか。運営費でもいいで○西銘純恵委員

すが。

市町村が介護給付費ということで支出しており○金城弘昌障害保健福祉課長

ます。

従来から介護給付費以外の運営補助は、沖縄県からはないの○西銘純恵委員

ですか。国からもそういうものは全くないのでしょうか。

介護給付費は報酬という基準がございまして、○金城弘昌障害保健福祉課長

国が２分の１、市町村が４分の１、県が４分の１を負担しております。

多分、適正な給付がなされたかという観点はしっかりやって○西銘純恵委員

いるかと思うのですが、やはり支援を受けている具体的な内容で、そういうチ

ェックといいますか、そこが大事な部分かと。そして、職員体制がきちんと維

、 、持されているといいますか 専門性が生かされているかというものについても

先ほど言った年一、二回の集団指導で足りているとは思えないのですが。福祉

保健所が現場に行くと言われたのですが、従来のやり方で足りていると思って

いるのかどうか。

まずサービスの場合は、当然ながら利用者と事○金城弘昌障害保健福祉課長

業者で契約を結びます。その契約の中で、例えばサービスがきちんとやられて

いるかということも表示することになっていますし、従業者がどういった資格

を持って、どのような配置がされているかということもお示しすることになっ

ています。あわせて、もし何か困ったことがあれば、市町村なり県なりに連絡



- 43 -
H25.03.25-03

文教厚生委員会記録

してくださいということも契約内容にきちんとうたわれていますので、そうい

ったことも含めてサービスの提供体制は担保されていると思っています。

この間、事業所に対する告発といいますか、そういう事例は○西銘純恵委員

１年間でゼロでしょうか、あったのでしょうか。

今年度、サービス事業所で指定の取り消しをし○金城弘昌障害保健福祉課長

た事案が１つございました。それ以外には実地指導の中で、例えば請求関係が

少し適切ではないような事業所があるという形で、随時文書等で指導している

ところでございます。

指定取り消しとおっしゃったのですが、少し説明いただけま○西銘純恵委員

すか。

いわゆる就労系の事業所でしたが、指定を取り○金城弘昌障害保健福祉課長

消しました。中身としましては、人員を配置しているという報告があったので

すが、実際に現場に行ったときに、この間ずっと人員が配置されていなかった

こともあったものですから、基準が遵守されていないということで指定を取り

消しました。

事業所というのは最低の基準といいますか、これだけたくさ○西銘純恵委員

んあるのですが、受け入れの最低基準とか職員体制、最低でも何名いるという

ことは、この139の事業所は満たされているということですか。基準はどうで

すか。

サービスによって違いますが、当然ながら基準○金城弘昌障害保健福祉課長

は全部満たされていると。そして、それを逐次向上させるよう事業所は努める

ようにということで、県は指導しています。

指定取り消しというのは事後措置になるので、実際は利用さ○西銘純恵委員

れている皆さんには不利益があっただろうと思うのです。現に事業所がそうや

っていることについて、例えば、申請時点では職員数の基準は満たされていた

けれども、どこでそういう問題が生じたのかということを日常的に監督できる

状況にはないのではないですか。
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当然、職員の入れかえ等がありますので、一時○金城弘昌障害保健福祉課長

的に職員がいなくなったことはあります。そのときは速やかに補充するように

ということで、１カ月程度は補充の期間として担保されているところです。た

だ、この指定を取り消した事業所につきましては、実は申請時の内容と指定後

の内容が全然違っていたと。しかも最初から配置されていなかった状況があっ

たものですから、指定を取り消しした次第です。あわせて利用者については、

当然ながらほかのサービスの利用が可能かどうかも十分見きわめた上で、その

ような支援もしながら指定を取り消しました。即刻指定を取り消したというわ

けではございません。

関連して56ページですが、意見があって、利用定員について○西銘純恵委員

というところがあるのですが、ここを説明いただけますか。

こちらはパブリックコメントで、障害福祉サー○金城弘昌障害保健福祉課長

ビス事業所は原則20人以上の規模という基準になっています。ただし、20人が

準備できないところは10人に緩和してくれないかということでしたが、どうし

ても定員と従業者の関係があるものですから、こちらについては定員の緩和は

しなかったということです。離島とか僻地等で利用者の確保が難しいところに

ついては、別途基準の中で20人以下でもできるような体制がとれるようになっ

ております。

これは条例に明記された基準ですか。今の対応方針はどこに○西銘純恵委員

あるのですか。

明記されております。今は乙第27号議案でした○金城弘昌障害保健福祉課長

ので、議案書の425ページをお開きください。こちらの第16章、離島その他の

地域における基準該当障害福祉サービスに関する基準というところで、離島等

についての緩和措置が設けられているところでございます。例えば426ページ

の第209条で、利用定員が10人以上という形で明記されております。

最後に防災の関連で、ここはみんなスプリンクラーなどは完○西銘純恵委員

備されているのでしょうか。

スプリンクラーの件については、いわゆる居住○金城弘昌障害保健福祉課長

。 、系のサービスになっています 障害福祉サービスのグループホームについては
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基本的に275平米以下のものになっておりまして、スプリンクラーの設置義務

はございません。ただ、一部設置しているところはございます。施設系につい

ては全部配置されているところです。

やはり基準がどうのではなくて、大事な障害者等が通ってい○西銘純恵委員

るところであれば、通所であっても設置を促す立場でやるべきだと思うのです

が、今の答弁ではそこが観点として抜けているのではないかと思ったので、よ

ろしくお願いします。

先般のグループホームでの火災事故がございま○金城弘昌障害保健福祉課長

して、県としても、まず防火対策についてきちんとやってくださいということ

と、スプリンクラーの整備については補助金等も使えるものですから、その活

用も考えながら取り組んでいただきたいと。現在、国からも通知がございまし

て、消防関係から防火対策についてきちんとした対応をしていきたいというこ

とで、今はちょうど調査をしているところでございます。特にスプリンクラー

の設置を検討したい、もしくは指導を受けたいという事業所については積極的

に出かけていくという形で考えているところです。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第25号議案から乙第30号議案までの６件に対する質疑を終結いた

します。

次に、乙第31号議案地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福

祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

それでは、乙第31号議案地域社会における共生の実○崎山八郎福祉保健部長

現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法

律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例について、御説明いたします。

提出議案説明資料の84ページをお開きください。

本議案は、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を
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講ずるための関係法律の整備に関する法律により障害者自立支援法の一部が改

正されることに伴い、関係条例の規定を整理するものであります。

以上で、乙第31号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第31号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

障害者自立支援法と新たな法律との関係で法の内容で変わっ○西銘純恵委員

たところ、変更があったところをお願いします。

まず、概略といたしまして対象の拡大がありま○金城弘昌障害保健福祉課長

した。今回の改正に伴って、難病が新たに対象として加えられたところです。

それ以外には、グループホームとかケアホームはこれまで別々で運営されてい

、 、 、ましたが それを一体的に サービスを利用しやすくするようにということで

そういったことも今回の改正でございます。それ以外に、この改正を契機とし

まして、これまで障害者がサービスを利用する場合には障害程度区分というも

のがありましたが、それを利用実態に合わせた形で改正するということで、障

害支援区分という制度を新たに設けることとされています。

まだ新たに設けられていないということですか。程度区分が○西銘純恵委員

支援区分にということと、もう一つは応益負担ということが相当議論されたと

ころだと思うのですが、そこら辺についてはどうなったのでしょうか。

先ほどのグループホームの関係は平成26年４月○金城弘昌障害保健福祉課長

を予定しています。利用者負担の件につきましては、前回の改正で現在は応能

負担になっております。

県内で掌握されている対象者は何名ぐらいですか。おおよそ○西銘純恵委員

で結構です。
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平成24年４月現在でございますが、利用者が月○金城弘昌障害保健福祉課長

単位で１万1517名となっております。

難病が加わったら―難病というのは全ての難病ですか。○西銘純恵委員

対象としては全てになりますが、ただ、サービ○金城弘昌障害保健福祉課長

スが必要かどうかということはそれぞれの状況によって違いますので、サービ

スが必要な場合には、サービスが利用できるようになったということでござい

ます。参考までに、今１万1000人ほどサービスを利用している方がいらっしゃ

るということですが、障害者全体では現在10万人ぐらいが障害者手帳をお持ち

ですので、１割ぐらいが御利用されている状況です。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第31号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第32号議案沖縄県自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

の審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第32号議案沖縄県自殺対策緊急強化基○崎山八郎福祉保健部長

金条例の一部を改正する条例について御説明いたします。

提出議案説明資料の94ページをお開きください。

本議案は、県内における自殺対策を緊急に強化することを目的として、引き

続き県及び市町村が行う事業を実施するため、基金の設置期間を延長するもの

であります。

議案内容につきましては、乙号議案書（その３）の499ページをごらんくだ

さい。

以上で、乙第32号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長
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これより、乙第32号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

赤嶺昇委員。

この四、五年の自殺者の数の推移について、まずお聞かせくだ○赤嶺昇委員

さい。

説明資料の100ページについております 平成20○金城弘昌障害保健福祉課長 。

年が337名、平成21年が406名、平成22年が363名、平成23年が387名、平成24年

が267名となっております。

本会議でも質問等があったのですが、これだけ減ってきた要因○赤嶺昇委員

というのは何ですか。

この傾向は全国的な傾向でございます。全国で○金城弘昌障害保健福祉課長

も15年ぶりに３万人を切ったという状況です。詳細な分析は内閣府がまだやっ

ていて、どういったことかということははっきりしませんが、まず１点目に経

済状況が好転化したのではないかということと、平成21年からずっと基金を使

って自殺対策をやっておりますが、それで例えば気づきがあったり、見守りが

あったり、相談体制が充実してきたとか、そういったことが影響しているので

はないかということで分析されております。

今後、皆さんとしてはこの数字が改善されていくと、どんどん○赤嶺昇委員

いい方向に行くと見ているのかどうか。どのように読んでいますか。

この動向についてはどうなるかは明確ではない○金城弘昌障害保健福祉課長

ものですから、引き続き自殺対策緊急強化基金を活用しまして、自殺対策に取

り組んでいきたいと思っております。

基本的には、いないにこしたことはないと思うのですが、これ○赤嶺昇委員

だけ改善されてきて、すごい改善の数字だと思うのです。この経済状況におい

てこれだけ変わるというのは、極端な話、経済が悪くなるとまたふえるのでは

ないかとか。いい状況になって、さらにもっとそれを減らしていこうという取
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り組みは全国的な部分もあるかもしれないですが、県独自の動きとして、全国

の推移だからとかではなくて、県として主にどういった施策に重点を置いてい

るのかお聞かせください。

この自殺対策緊急強化基金の事業にはメニュー○金城弘昌障害保健福祉課長

がございますが、それぞれの都道府県で工夫を凝らしてできるようになってい

ます。特に沖縄県が次年度やるのは、特に若い世代への支援のためのメール相

談であったり、ゲートキーパーを養成するということで養成講座をやったり、

あとは相談体制をできるだけ充実させていくという取り組みを特別に県として

はやっていきたいと考えております。

他府県、全国と比べて沖縄の特徴的なものはありますか。自殺○赤嶺昇委員

者の皆さんの年齢とか原因とか、そういったことは皆さん分析していますか。

全国と比較して県の特徴的なものは、まず50代○金城弘昌障害保健福祉課長

の男性が多いということと、男女比で少し男性のほうが全国よりは高い傾向が

ございます。

50代が多いということを皆さんはどのように分析しています○赤嶺昇委員

か。なぜ50代が多いかと。

この分析はなかなか難しくて、なぜ50代が多い○金城弘昌障害保健福祉課長

かということは、はっきり言ってわかりません。

いろいろな相談がありますよね。いろいろな窓口があると思う○赤嶺昇委員

のですが、50代の方が多いということについて相談件数も多いのですか。逆に

相談が少ないのですか。

まず、男性は相談に行きにくいということがご○金城弘昌障害保健福祉課長

ざいます。あわせて50代の方はさらに相談につながりにくいということがある

と思います。ですから、県としてはできるだけ窓口を広げて、50代の方でも気

軽に相談できるような場所、もしくはそういう方に接することができる場面で

声かけできるようなゲートキーパーを養成するという形を考えているところで

す。特に今年度やったことで申し上げると、理容店というのですか、散髪屋さ

んで少し変化に気づいたら声かけできるような体制をとるとか、そのようなこ
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とを実際に取り組んでいるところです。

具体的に理容店の説明をお願いします。髪を切っている人が聞○赤嶺昇委員

くのですか。

特に様子が普段と違うとか、例えば来店したと○金城弘昌障害保健福祉課長

きにひげが伸びて、生活態度が若干変わったかなとか、人によっては死にたい

と漏らす方もいらっしゃると聞いたりするものですから、実際そういった場合

にどのようにかかわったらいいのですか、わからないという声があったもので

すから、そういうことをさせていただきました。

髪は定期的に切りますから、そのときにどういう体制でやって○赤嶺昇委員

いるのか。もう少し具体的にお願いします。

この理容店の具体的な活動内容というと、例え○金城弘昌障害保健福祉課長

ば髪を切りながら会話をして疲れを癒やすとか、顔色が悪い方とか不安、悩み

がある人に対して関係機関を紹介してあげるとか、大きなチラシではなくて小

さな名刺サイズのものを渡したり、それ以外には待ち時間に読めるようなメン

、 。タルヘルスの冊子を少し置いてもらうとか そういった取り組みでございます

50代が多いということと、男女比で男性が多いということでし○赤嶺昇委員

たが、男女比でどれぐらいの割合になっていますか。

平成24年で、沖縄の場合は男性77.9％で、全国○金城弘昌障害保健福祉課長

は69.2％でございました。

50代が多いことと男性が多いという特徴を捉えて、先ほどあり○赤嶺昇委員

ましたように50代はなかなか相談しにくいと。しかし、恐らく50代は家族がい

たり、子供がいたり、一番働き盛りで一番大変だという気がします。家に帰っ

てもなかなか相談できなかったり、いろいろな状況があると思うのですが、50

代の皆さんの相談を聞くという体制をふやせば、それは減ると皆さんは見込ん

でいるのですか。

当然ながら、相談窓口をふやすことは必要だと○金城弘昌障害保健福祉課長

思いますが、それとあわせて、より相談しやすいような環境をつくる。一番環
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境としていいのは、御家族がそれに気づいて、お話を聞いて、声をかけること

が一番大切かと思っています。そういった形でも家族へのといいますか、一般

の方のゲートキーパー養成のようなことも展開しているところです。

50代でさらに男性が多いと、しかも相談しにくいという体制―○赤嶺昇委員

先ほどの理容室で聞くことは非常にいいアイデアではないかと思います。あと

は、家族だから言えないというケースがあったり、沖縄は模合をやっている人

も結構いたりするので、そういう世代間、この世代にポイントを置いて相談を

聞く体制も、今後、沖縄の文化をうまく活用しながらやるのもいいのではない

かと思いますが、いかがですか。

自殺対策はいろいろな取り組みが必要になってきま○崎山八郎福祉保健部長

すが、若い人の自殺対策であれば、今言ったような、その人が相談しやすいよ

うな状況が非常に大切なところです。いろいろなところで相談できる機会は、

これからもつくっていかないといけないと思います。それから、周りにいる人

が気づいてあげることも非常に重要なことですので、相談はしないけれどもそ

の人を見て、落ち込んでいるな、あるいは少し変だなという状況に気づけるよ

うな人がふえれば、またそれも対策として進んでいくだろうと思います。そう

いったことも含めて、総合的に取り組みを進めていきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

狩俣信子委員。

皆さんから配付された資料を見て、自殺対策緊急強化事業の○狩俣信子委員

中で団体数は書かれているのですが、例えば、対面で何名ぐらいが相談したの

か、電話ではどのぐらいあったのかということがおわかりであれば教えてくだ

さい。普通は行かなくても、電話はかけやすい感じもするものですから、団体

はたったの２つですよね。そのあたりはいかがですか。

電話相談を御紹介したいと思います。県事業と○金城弘昌障害保健福祉課長

して実施していますが、実際は団体への補助でございまして、いのちの電話へ

補助をしています。平成23年度で１万938件の電話相談がありまして、そのう

ち、自殺志向の相談が1057件ございました。それ以外には、昨年、フリーダイ

、 。ヤルということで１カ月間限定でやりましたが 174件の相談がございました

そういった形での取り組みをやっております。
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やはり一番相談が多いのは電話での相談ですか、それとも対○狩俣信子委員

面での相談ですか。

電話でございます。○金城弘昌障害保健福祉課長

今、その２カ所ですよね。いのちの電話と、あと１つはどこ○狩俣信子委員

ですか。

電話相談はいのちの電話に補助をしています○金城弘昌障害保健福祉課長

が、それ以外には福祉保健所とか総合精神保健福祉センターとか、そういった

ところで相談を受けております。

それはわかります。団体数が２とあるものですから、いのち○狩俣信子委員

の電話以外にそれを引き受けてくださっている団体があるのでしょうか。

あとは沖縄県司法書士会でございます。○金城弘昌障害保健福祉課長

先ほど散髪屋さんのお話が出ました。ここで人材養成事業と○狩俣信子委員

いうものがあります。そういう中で精神的な部分を受けとめるための養成とか

をしているのですか。それとも、それをなしに、ただお願いしているのでしょ

うか。

先ほど御紹介しましたゲートキーパーの養成○金城弘昌障害保健福祉課長

を、この人材養成事業でやっているところです。

どのぐらいの人が受けたのでしょうか。○狩俣信子委員

平成23年の実績ですが、860名の方が受講して○金城弘昌障害保健福祉課長

おります。市町村では1450名の方が受講しているところです。

強化モデル事業というものがありますね。これはどういう事○狩俣信子委員

業をしているのですか。

こちらは総合精神保健福祉センターで、亡くな○金城弘昌障害保健福祉課長
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られた遺族の方―自死遺族の方たちに対する分かち合いの会というものがござ

いますが、そこの指導者というか、ファシリテーターの養成研修をやったりと

か、それ以外には福祉保健所で自殺未遂者のための追跡調査のようなものをや

ったりとか、そういったことで事業を展開しております。

亡くなられた方の後に残された遺族のケアもとても大事なこ○狩俣信子委員

とですよね。これはしっかりと取り組んでいただきたいです。要望だけ申し上

げて終わります。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

西銘純恵委員。

基金事業、自殺予防ということで、毎年１日１人以上が自殺○西銘純恵委員

している状況で、年間３万人を超えるということが社会問題になって、国が予

算を出すことになったと思うのですが、この３年間、本県も平成21年度からや

っていますか。平成21年度から３カ年やった結果、平成24年度が267人になっ

たということが、何らかの形で効果があったことになるのではないかと評価す

るのですが、亡くなる皆さんの自殺原因は分析されていますか。

原因動機でございますが、平成24年で御紹介い○金城弘昌障害保健福祉課長

たします 健康問題が137件ございました 家庭問題が43件 経済生活問題が38。 。 、

件という順で原因動機になっております。

私は認識として健康問題にしても、周りでそういう話を聞い○西銘純恵委員

たときにお金がかかると。それで、これではという話も耳にするわけです。か

つて、生活苦というのが原因としては―家庭問題とかそういうものもあるので

すが、もっと深めてやったときに、生活問題、ある意味では経済問題といいま

すか、そこが一番大きいのかと思っていたのですが、そういうものは過去の原

因調査でも低いのですか。

健康問題は当然ながら、亡くなる直前は精神症○金城弘昌障害保健福祉課長

状が何らかの形で出ていたということで、健康問題に起因するだろうというこ

とは当然ございます。原因動機については、県警察は複数回答可で調査できる

形をとっております。平成23年までは経済生活問題が圧倒的に多かったのです

が、平成24年につきましては、経済生活問題を起因とする自殺者の数が大きく
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減ったという状況になっております。

平成23年の結果も原因別で教えてもらえますか。○西銘純恵委員

平成23年ですが、健康問題が194件、次に経済○金城弘昌障害保健福祉課長

生活問題が94件、その次に家庭問題で64件という順になっております。

電話相談というものが、私も一度いのちの電話にかけたので○西銘純恵委員

すが、宗教者が相談を受けているのかという感じがして―宜野湾にかけたので

す。ここだと言われて、電話をかけたが何か変だと思ったのですが、いのちの

電話とおっしゃるが周知されているのかなと。どこに相談したほうがいいのか

と言ったら、そういう感じがあったものですから、宗教団体にさせているのか

なと感じたことがあったのですが、それはおいておいて。

先ほど、自殺者が減ったのは経済状況がよくなったからという答弁があった

のですが、私は経済状況がよくなったという評価ではなくて、いろいろな意味

で、例えば緊急雇用対策とか、この３年間ホームレス、失業、こういう問題に

対してそれなりに対策をとってきたことがあるわけですよね。そういうところ

でしっかりと緊急雇用対策もとったし、パーソナルサポートで同伴で病院に連

、 、 、れて行ったり 生活保護につなげたりとか こういう行政の施策も出てきたり

ホームレスになりそうだということであれば宿所の確保とか、困窮したときに

行き先がない、どうしようというときに手だてをとってきた施策もとても影響

しているのではないのかと。年越し派遣村が出て、私も毎年そういうことをや

ってはいるのですが、やはり減ってきているなという気はするのです。そうい

う行政の施策と相まって、こういうものが改善されているのであれば、そこら

辺にももっと光を当てて対策をとることが福祉保健部の仕事ではないかと思う

のですが、そこら辺の私の指摘に対して、どのように捉えられるかお願いしま

す。

、 、○金城弘昌障害保健福祉課長 県では 当然ながら福祉保健部だけではなくて

商工労働部であったり、民間団体も含めて―県の内部では、自殺対策連絡会議

というものを設けております。これは当然ながら雇用のところとか、労働、教

育のところも入っています。それ以外に、外部組織として県の連絡調整協議会

というものも設けておりまして、そこは民間団体が入っていて、例えばいのち

の電話も入っていますが、商工会の皆さんとか沖縄県司法書士会、沖縄県臨床

心理士会、精神科の病院とかそういったところも入って、それぞれ皆さんがで
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きる役割をしっかりやっていきましょうと。そのためにきちんと自殺対策緊急

強化基金を使って事業を展開していきましょうという形で、福祉保健部として

は取り組んでいるところです。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

糸洲朝則委員。

この基金の設置期間を平成26年３月31日まで延長するという○糸洲朝則委員

ことで、今度の改正条例になっているわけですが、仮にこれが平成26年３月31

日までで完全に打ち切りになると、皆さんがやっている自殺対策事業はそれ以

降なくなるのですか。それとも何らかの形で継続していくのですか。そこだけ

確認します。

今、国は単年度ごとに毎年延長していますが、○金城弘昌障害保健福祉課長

あと数年は続けていくことになっております―確定はしていませんが、あと数

年は続けていくと。これまでの自殺対策については、相談のための養成者を育

成したりとか、ちょっとした普及啓発の事業をやっておりました。ただ、こん

なに大きくはできていなかったものですから、今後、もしこれがどのような形

か見えた段階では、県としてしかるべき手だてはしていかないといけないのか

と思っております。ただ、数年は続くと聞いております。

時代的な背景や、あるいは環境とか、いろいろ時代の移り変○糸洲朝則委員

わりにもよると思うのです。当然その時期、環境に応じて対策を先々考えてい

かなくてはならない。したがって、その積み重ねというのは非常に大事だと思

いますので、それはぜひ続けていただきたいということと、皆さん方の部署も

公務員なので人事異動はあるわけですが、その中でもそれをしっかり担当職員

が引き継いで、さらにレベルアップしていくような、そういうところまで行政

の立場としてやるべきではないかと考えますが、実際どうですか。

自殺対策については、沖縄県においては非常に重要○崎山八郎福祉保健部長

、 、な課題の一つですので これまでのいろいろな取り組みをさらに必要に応じて

基金がどうなるかという状況も見ながら、基金が継続するのであれば継続可能

ですが、そういう状況ではなくなったとしても、必要な取り組みができるよう

にしっかりやっていきたいと思います。
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沖縄県の平均寿命が、女性も全国３位に転落しましたが、特○糸洲朝則委員

に男性は全国30位ですよね。その平均寿命の算定に自殺も関連するのですか。

平均寿命に一番影響を及ぼしているのは、亡くなる○崎山八郎福祉保健部長

原因として多い病気なのです。がんであったり、脳卒中であったり、心臓病で

あったりということで、自殺の影響も当然ありますが、そのような病気に比べ

ると若干影響は少なくなります。ところが、沖縄県は若い年齢層の死亡率が高

いということが、かなり平均寿命にも影響を及ぼしていて、若い年齢層の自殺

の影響も本土に比べるとかなりあるのではないかと考えております。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

比嘉京子委員。

私は鬱に対して質疑をしたいと思います。今、自殺者が少な○比嘉京子委員

くなってきたという、とてもいい状況があるのですが、全体の自殺者の中にお

ける鬱の割合がわかるかどうか。

そこまではわかりません。○金城弘昌障害保健福祉課長

ずっと300人から350人前後で自殺者は推移してきたわけです○比嘉京子委員

よね。今、267名という平成24年の調査が出ていますが、全国で何位ぐらいの

状況にいるのですか。300人台、400人台にあったときはかなりトップクラスで

あったと思うのですが、今の状況は全国的な位置としてどうですか。

自殺死亡率で申し上げますと、平成24年は自殺○金城弘昌障害保健福祉課長

率の低いほうから５番目ということです。

一番高いところの人数は何名だったのですか。○比嘉京子委員

沖縄県の自殺死亡率ですが―これは10万単位に○金城弘昌障害保健福祉課長

なりますが、19.1です。一番高いところが山梨県で32.7になっております。

平均寿命にも影響があることは事実で、ある意味で自殺対策○比嘉京子委員

を手厚くするということは、生活習慣病対策に比べると非常に即効性のある対

応ができるところだと私は思っているのです。その中における鬱は、県庁内の
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職員も教職員も含めてですが、鬱対策をもっと丁寧にできないだろうかとかね

がね思っていまして、今、ここで皆さんの今回の自殺対策において、それぞれ

６つの事業における鬱対策の予算を後で教えてほしいと思いますが、どうです

か。前年度予算でもいいですから、鬱対策費を教えてくれませんか。

平成23年度で御案内しますと、鬱病に特化した○金城弘昌障害保健福祉課長

事業としては360万円余りの事業費を投入しております。事業全体で申します

と６つの事業があり、一つずつ御案内しますと、対面型相談支援事業が790万

円ぐらい、電話相談支援事業が670万円ぐらい、人材養成事業が610万円程度、

普及啓発事業が3380万円、強化モデル事業が260万円程度で、合わせて6000万

円余りの事業費となっております。

鬱に関しての一つの提案ですが、秋田県でしたか、非常に自○比嘉京子委員

殺率の高い県で鬱病に相当特化した対策をやっているわけです。そうすると、

自殺未遂で病院に救急搬送されてきた患者さんに対して、必ず精神科とつない

で、そこできちんとケアした上で帰すと。そういう事業が沖縄県でもできない

だろうかと思っているのですが、どうですか。

これは現在、保健所単位でやっておりまして、○金城弘昌障害保健福祉課長

北部福祉保健所が実際に自殺未遂者対策としてやっております。あわせて南部

というか、那覇管内は中央保健所が中心になって、ちょうどその体制を組んで

いるところです。我々は、先ほど御案内しました自殺対策の連絡会議でそれぞ

れの福祉保健所の取り組みを紹介して、各福祉保健所でもそういった取り組み

をしてほしいというような事業案内をしているところです。２カ所は実際に事

業として入り始めている状況です。

救急医療と福祉保健所というと、どのような連携になるので○比嘉京子委員

しょうか。

福祉保健所が自殺対策の県域の窓口になってい○金城弘昌障害保健福祉課長

、 、ますので そこと救急で運ばれる救急告示病院との間で連絡会議などを設けて

例えば、自殺未遂者が運ばれたときにどういった状況かということをカルテを

つくって、精神科に紹介したほうがいいのかどうかも含めて判断したり、精神

科が必要であれば、そこできちんと精神科に案内できるような仕組みを御案内

するとか、そういった取り組みをしています。
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救急で搬送された病院ですぐに精神科対応という直接的な対○比嘉京子委員

応ではないと思うのですが、その方面との今のやり方というのは、やはり時間

的なロスがあるのではないかと思うのですが、それは問題ないのですか。

救急告示病院では、精神科のドクターを配置し○金城弘昌障害保健福祉課長

ているところはいいのですが、ドクターが配置されていないところには、当然

ながらかかりつけ医とは言いませんが、内科医とか整形外科医とか、そういっ

た方々に鬱病対策のドクター研修事業などをやっていますので、そこをうまく

活用しながら、専門の医療機関につなぐという体制をとっております。

最終的に言いたいことは、本県の場合、精神科医の絶対数が○比嘉京子委員

少ないと。それが連携プレーの強化について非常に足かせになっている点はな

いですか。鬱以外でもそうですが、精神科医の不足ということはないですか。

直接それが影響しているかどうかということはなか○崎山八郎福祉保健部長

なか難しいところがありますが、そういう状況の中でとれる対応を考えていか

ないといけないですので、そういった連携体制をしっかりとりながら進めてい

くことが重要かと思います。

最後ですが、足元から、県庁の職員から、ある意味で自分の○比嘉京子委員

近辺にも非常に危なっかしい人はたくさんいると、１人２人の世界ではないと

いう話を聞いておりますので、ここでいう気づきといいますか、つなぎ、見守

りという３つは、もっと皆さんの周りに徹底することも含めて、大事にしたほ

うがいいのではないかということを申し上げたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第32号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、補助答弁者入れかえ）
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再開いたします。○呉屋宏委員長

次に、乙第33号議案沖縄県新型インフルエンザ等対策本部条例の審査を行い

ます。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

それでは、乙第33議案沖縄県インフルエンザ等対策○崎山八郎福祉保健部長

本部条例について御説明いたします。

提出議案説明資料の101ページをお開きください。

本議案は、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、沖縄県新型イン

フルエンザ等対策本部に関し、必要な事項を定める必要があることから、新た

に条例を制定するものであります。

以上で、乙第33号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○呉屋宏委員長

これより、乙第33号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

比嘉京子委員。

この条例は、新しく設置する条例ですか。○比嘉京子委員

そのとおりです。○国吉秀樹健康増進課長

これまでにさまざまな問題があって、この条例を出している○比嘉京子委員

かと思うのですが、この条例ができることによって、これまでの対策にどのよ

うな効果があるのですか。

まず、背景を少し御説明させていただきます。○国吉秀樹健康増進課長

鳥インフルエンザが東南アジア等で出ておりまして、これが人から人へうつ

るという能力を獲得して、病原性の高い新型インフルエンザになってしまうと

いうことが前から懸念されております。それから、平成21年にＨ１Ｎ１という
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型のインフルエンザが流行したことは御存じかと思いますが、そのときに起こ

った多くの課題がありまして、その幾つかを解決しないといけないということ

です。政府の行動計画ということで進んでまいりますが、これが大きくなりま

すと社会的な影響が大きくて、国民の生活や経済にまで影響が出ることもあり

ますので、それが適切に行われるようにということが背景になっています。

具体的に申しますと、例えば県とか自治体だけでは対策ができないものです

から、いろいろ公共的な仕事をしている機関等を指定しまして、スムーズに協

力を行えるようにするということがあります。それから医療機関等、あるいは

医師に診察を求めることにおいて―予防という形でお願いしていたのですが、

そのときに十分な被害の補償ですとか、あるいは診察にかかった費用の弁償で

すとか、そういうことができなかったのですが、これをできるようにするとい

ったことがございます。

確かに平成21年のときには大変な混乱というか、どこがどう○比嘉京子委員

受け持つのかとか、窓口的にも非常に二重、三重に混乱していたことを思い出

しているのですが、今回は指令本部をしっかり置いて、役割分担をしっかりや

って、予算化というのか、お金の流れをしっかりやって、人的流れもきっちり

と見ていきますという理解でいいのですか。

県に対策本部をつくるということで、そのためにも○国吉秀樹健康増進課長

必要な条例でして、比嘉委員のおっしゃるようなことを目的としております。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

又吉清義委員。

あと少しだけお願いします。条例が制定されるとこの対策本○又吉清義委員

部は立ち上がるということですが、いろいろな対策網をつくる場合に、予算措

置はされていないかと思うのですが、新年度予算にないのは、予備費とかそう

いったほかからやる予定なのか。皆さんはどのように考えていますか。

平成25年度当初予算において、来年度さらに行動計○国吉秀樹健康増進課長

画をつくってまいりますので、市町村に対する計画の支援とか、先ほど申しま

した施設と契約を結んだり、さまざまな事務が生じてまいりますので、事務経

費としまして500万円ほど計上しているところです。それから、これは予算で

はありませんが、その準備をするために、私どもの課に主幹を１人増というこ
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とで対応しております。

500万円は計上されているということですが、資料の107ペー○又吉清義委員

ジの新型インフルエンザ等緊急事態宣言になった場合、やることが非常にいっ

ぱいあるものですから、とてもではないけれども500万円では対応できないの

ではないかと。なぜそういったことを申し上げるのかというと、制定したその

日から施行することになっているものですから、対策を見た場合にやることが

非常にいっぱいあるものですから、大事なことでもあるし、遅ければ遅いほど

後手後手に回る可能性があるものですから、この辺は予算をしっかりかけて、

事前に対応策を立てたほうが私は無難かと思います。何も新型インフルエンザ

だけではなくて、ＷＨＯでも非常に騒がれているのが例の耐性菌の問題です。

耐性菌は病院内感染でもどんどん出てきているし、それだけではおさまらない

だろうと過去からずっと言われています。そういったことを考えた場合に、思

い切って確実に―発生しないことが一番いいことですが、発生することを前提

にしていろいろなマニュアルをつくっておかないと、この項目を見た場合に、

多分県として何一つ取り組んでいるものはないかと思うのですが、その辺はし

っかりしていただきたいと思いますが、どうでしょうか。前向きな姿勢でやる

べき問題だと思いますが、発生してからやるのか、これはどういった考え方を

お持ちですか。

先ほど課長が答弁しましたが、計画をつくって、そ○崎山八郎福祉保健部長

の計画に基づいていろいろな準備等はやっていきます。もし、万が一新型イン

フルエンザが発生したときには、緊急で予算を措置して対応していくことにな

ると思います。

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

照屋守之委員。

ここに書いてあるとおり、本部長などは都道府県知事が対応○照屋守之委員

する―そういう組織も含めて説明していただけませんか。

対策本部につきましては、新型インフルエンザ等○国吉広典保健衛生統括監

対策特別措置法―国の法律で都道府県の対策本部の構成組織が決められていま

して、照屋委員おっしゃるように知事が本部長となって、あとは各部長等が構

成する組織になります。
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事務局のようなものは、福祉保健部においてやるのですか。○照屋守之委員

そのとおりです。○国吉広典保健衛生統括監

、 。○照屋守之委員 そうすると それぞれの市町村との関係はどうなるのですか

これも先ほどの特別措置法で、市町村においても○国吉広典保健衛生統括監

市町村の条例で対策本部を設置することになりますので、現時点で市町村にお

いても整備が進められているところです。

県に対策本部を置いて指揮するのではなくて、それぞれの市○照屋守之委員

町村は市町村で同じようなものをつくるわけですか。

そのとおりです。○国吉広典保健衛生統括監

ほかに質疑はありませんか。○呉屋宏委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○呉屋宏委員長

よって、乙第33号議案に対する質疑を終結いたします。

以上で、本日の福祉保健部に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員退席）

再開いたします。○呉屋宏委員長

次回は、明 ３月26日 火曜日 午前10時から委員会を開きます。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。
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